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重要な社会基盤防護に関する米国の研究開発動向
　米国における国土安全保障に関る科学技術研究開発予算は、国土安全保障省だけでも
年間 15億ドル規模に達している。その中で、重要な社会基盤を防護するための研究は重
要な位置づけにあり、エネルギー省の国立研究所を中心に、研究が盛んに実施されている。
　現代社会を構成する上水道などの重要な社会基盤は、通信網など他の社会基盤と相互
に深い依存関係にある。国土安全保障の観点からは、こうした社会基盤間の相互依存関
係の理解とそれにもとづいたリスクの評価として「相互依存性解析（Interdependency 
Analysis）」が必要である。
　米国の研究事例では、危機管理に関する為政者の意思決定を支援するコンピュータシ
ステムを構築しようとするプロジェクトである。テロや天災など何らかの災害を想定し
た上で、複数の社会基盤が関与する障害や復旧に関して種々のシミュレーションを行う
ものである。統一的な評価モデルに基づいて、対策に関する効用を為政者に提示し、テ
ロや災害が起こった場合の影響、回復までに要する時間、政策上の別の選択肢や別の対
応による結果の予測、被害の軽減策、最も危険な領域の特定、投資・被害の軽減策等を
検討する。
　我が国においても幅広い社会基盤に対する公共の視点からのリスク分析と保全・保安
に関る研究開発の必要性が高まると考えられる。米国における先導的研究開発事例から
学ぶべきことは多い。例えばこの分野の研究では、コンピュータによるシミュレーショ
ン技術から特定施設の保全管理に及ぶ幅広い専門家を組織化する必要がある。また、研
究成果は実務指向であるため対象となる問題領域を時間的、空間的な規模からよく吟味
し分析結果を為政者による意思決定に活用することが重要である。
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科 学 技 術 動 向　2007年 1月号
2 3Science & Technology Trends   January  2007
本文は p.16 へ
アナログ技術の動向と人材育成の重要性
̶CMOS高周波 LSI にみる新時代のアナログ技術を中心に̶
　我々の身の回りにはデジタル技術だけではなく、アナログ技術が多用されている。携
帯電話にも、アンテナ、ディスプレイ、カメラ、充電器、電話機能、データの送受信など様々
なアナログ技術が入っている。
　第３期科学技術基本計画における情報通信分野では 10個の戦略重点科学技術を選定し
ており、その中の一つとして「人の能力を補い生活を支援するユビキタスネットワーク
利用技術」が挙げられている。ユビキタス化の基盤として重要な役割を演じるのがワイ
ヤレス（無線）通信である。携帯電話、近距離無線のデバイスなどにおけるワイヤレス
通信は高度化、多様化の一途を辿っているが、これらの実現には高度な新時代のアナロ
グ技術が必要になる。
　LSI の微細化の進展はSoC（System on a Chip）の時代をもたらし、同一SoCの中でデ
ジタル回路とアナログ回路が混在する機能が求められてきている。そしてアナログ回路
の開発がLSI 全体の開発期間や製品性に大きく影響する様になってきている。
　企業ではデジタル化の進展に伴い、アナログ回路部分をデジタル技術で置換すると共
に、技術者もアナログからデジタルへの転向や養成に力点が置かれ今日に至っている。
しかし、デジタル回路ですべてを置換することはできない。また、デジタル回路の高速
化の追求の中でその限界も見えてきておりアナログ技術的思考が必要になっている。今
や高度な設計自動化の進んだデジタル回路設計だけでは製品の優位性、付加価値の確保
が難しい時代になりつつあり、アーキテクチャを考案するなど視点を変えた工夫が要求
される。容易に真似られない差異化を可能にし、質を向上するために新しい意味でのア
ナログ技術が果たす役割が大きくなっている。
　我が国では、このような重要な時期に、新時代を担うアナログ技術者不足という大き
な問題を抱えている。アナログ回路の設計には、電子回路の基本的な知識だけでなく、
全体を見通せる総合的な知識が必要になるため、短期の人材育成は難しい。米国、欧州、
アジア諸国では、新時代のアナログ技術の重要性を認識し、研究開発と共に人材育成を
盛んに進めている。
　こうした状況を踏まえ、半導体の「質の向上」を目指したアナログ技術力の向上策と
して、「教育と研究の強化」、「ノウハウの設計自動化ツール化」、「測定環境の充実」を軸
とした人材育成が重要と考える。
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高純度シリコン原料技術の開発動向
̶太陽電池用シリコンの革新的製造プロセスへの期待̶
　太陽電池セルを材料で分類すると、シリコン系、化合物半導体系、有機系に大別され
るが、現在の太陽電池生産量の約 95％はシリコン系であり、そのうち約 60％は多結晶シ
リコンを用いている。シリコン系太陽電池が主流であることは、今後 10年間は引き続き
継続すると予測されている。
　全世界の太陽電池システムの年間生産量は、前年比 30～ 35％を超える勢いで増加して
いる。これに伴い、主原料である高純度シリコンの需要が急激に伸びており、シリコン
原料の不足が顕在化している。今後、原料供給不足が太陽電池の普及を律速する懸念も
ある。
　シリコン原料の高純度化の製造プロセス技術には化学的方法と冶金学的方法があるが、
現状の主流は化学的方法であり、トリクロロシランの精製繰り返しプロセス技術が採ら
れている。太陽電池用の高純度シリコン不足に対する対応策としては、シリコン使用量
を減量する新構造のセルシステムを開発する長期的方向も提案されているが、当面の方
向としては従来のセルシステムが踏襲されたまま太陽電池の生産量が増大していくため、
シリコンの精製設備の増強とともに、新たな製造プロセス技術も開発および導入して生
産量を増大していく努力が精力的に行われる必要がある。
　高純度シリコンは、これまでは半導体が主用途であったが、今後は半導体用グレード
が特殊品になり、太陽電池用が量的な意味での主用途になっていく。このような状況に
あって、太陽電池の高効率発電、低コスト製造、革新的な精製技術などの分野で、ナノ
テクノロジーおよび材料科学研究者の果たす役割は、これまで以上に大きいと言える。
特に、従来の原料製造プロセス技術にとらわれない革新的なシリコン製造プロセス技術
開発など、従来技術の延長にはない技術の実用化は、大学あるいは公的研究機関におけ
る技術シーズに基づいて、新たなベンチャー型組織によって推進することも考慮に入れ
るべきと考えられる。
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　12月 4～ 6日ジェノバで、第6回国際人型ロボット会議が開催された。人型ロボット研究分野での
挑戦課題は、体躯や二足歩行機能から、人間と共存する社会で活動するために必要な認知・行動能力の開
発に移行しつつある。本会議では「人型ロボットとの共存」という大会主題の下に、神経科学とロボテ
ィクスの連携によって、ロボットの開発と人間についての理解を平行して推進することに重点がおかれ
た。例えば神経生理学の講演があり、ミラー・ニューロンの研究が紹介された。ミラー（鏡）・ニューロ
ンは、他者の行動を観察する事によって、行動を模倣･学習したり、他者の意図を理解したりするという
高次の認知機構をロボット上に設計するために有効な手がかりになると考えられる神経細胞であり、ロ
ボティクス研究者の注目を集めている。イタリアの教育・大学・研究省と経済省の合同でジェノバに設立
された the Italian Institute of Technology では、神経科学・ナノバイオ技術・ロボティクスの学際
的協調により、人型ロボット研究の国際的研究拠点となり、社会・経済的効果に繋げる研究を推進するこ
とを目標としている。研究者の国際的な流動性が高まり、欧州でも海外から優秀な人材を誘引することで
自国・地域の研究・開発機関の水準を高め維持しようという政策が布かれ始めている。
トピックス1　欧州で神経科学とロボティクスの連携が加速
　12月４～６日イタリアのジェノバで、第６回国
際人型ロボット会議（Humanoids '06）が開催され
た。同会議は日・欧・米で順番に開催され、今年
はジェノバ大学のG. Sandini 氏と、スイス連邦工
科大学のA. Billard 氏が総合議長を務めた。
　人型ロボット（humanoid）は、ヒトと同様な体
躯を持ち、二足歩行を行なうという達成課題につ
いては基礎的研究が進展している。最近はむしろ、
現実社会の中で活動するために必要な認知や行動
など、ヒトでは脳神経系が支配している機能の構
築が重要視されるようになっている。
　今回の大会主題は、「人型ロボットとの共存：特
にヒトと人型ロボットが相互に理解し、共に成長
すること」であり、脳神経科学とロボティクスの
連携によって、人型ロボットの開発のみならず、
人間についての理解を平行して推進することに重
点がおかれた。
　この一環として、パルマ大学のG. Rizzolatti 教授
が「行動と意図を理解するための大脳皮質の作用
機序」という題名の招待講演を行い、ミラ （ー鏡）・
ニューロンに関する研究成果を紹介した。ミラー・
ニューロンは、大脳皮質の特定部位に存在する神
経細胞である。霊長類の個体が自ら特定の意図の
もとに行動している時、及び他個体が同じ意図を持
って同じ動作をしている情景を観察している時の
双方で、特異的なミラー・ニューロンの活動が活
発化する。他者の行動を観察する事によって行動
を模倣･学習したり、他者の意図を理解したりする
という高次の認知能力をロボットに付与する際に、
同神経細胞の作用機序が有効な手がかりになると
考えられるため、この神経細胞の機能がロボティ
クス研究者の注目を集めている。
　Rizzolatti 氏は、Sandini 氏等とともにEUのロボ
ティクス研究計画として、非侵襲性の測定方法を
用いてヒトの脳活動を測定する実験も行っている。
ロボット技術を活用した医療用補綴器具を、ヒト
がどのように認識し使用するか解析している。
　イタリアでは、教育・大学・研究省と経済省が
協同して、2004 年に研究所 the Italian Institute of 
Technology（IIT）を設立した。この IITが、ジェ
ノバ郊外で 2006 年から運営を開始した。IITの趣
旨は、神経科学・ナノバイオ技術・ロボティクス
の基礎部門を設け、これらの学際的な協同によっ
て人型ロボット技術の研究開発を推進し、社会・
経済技術面で影響力のある成果に繋げる事である。
又、イタリアのみならず、国際的な研究拠点となる
ことを目指し、ロボット部門もSandini 氏（ジェノ
バ大と兼任）以外の部長を英・仏からを招いている。
　現時点では、日本の人型ロボットの研究開発の
水準は高く、欧米など科学･技術先進国からの研究
者を多く引き寄せている。Humanoids '06では、日
本で研究する欧州研究者も多数参加し成果を発表
していた。研究者の国際的な流動性が高まり、欧
州でも、海外からの優秀な人材を誘引することで
自国･地域の研究･開発機関の水準を高め維持しよ
うという政策が始められている。
参考 http://humanoids06.epfl.ch/　　　　　http://www.robotcub.org/
 http://www.robotics-platform.eu.com/pdf/workshop4/Benefits-Pitfalls_for_Academics-SSSA.pdf
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt060j/0603_03_feature_articles/200603_fa02/200603_fa02.html
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 情報通信分野 TOPICS Information & Communication
　2006年 10月 30日～ 11月 5日、第１回インターネット・ガバナンス・フォーラム（IGF）がギ
リシャのアテネにおいて開催された。IGF は国連によって設置され、インターネットの運営（ガバナン
ス） を世界規模で議論する最も重要な国際会議といえる。会議は公開で参加は自由である。ここでの議
論の目的は何らかの決議を得ることではなく、インターネット上に存在する様々な文化的な衝突につい
て関係者が理解を深めることである。これまでのインターネットの発展は比較的自由な運営によって支
えられてきたが、世界規模での利用が進むとともにそのガバナンスのあり方が課題となってきた。今回の
IGFでは、インターネットの開放性、安全性、多様性および可用性について様々な角度から議論された。
IGFは、今後は毎年開催されることになっている。
トピックス2　第１回世界インタ ネーット・ガバナンス・フォーラム開催
　国連による第１回のインターネット・ガバナン
ス・フ ォ ー ラ ム（IGF：The Internet Governance 
Forum）がギリシャのアテネにおいて 2006年 10月
30日から 11月５日まで、世界中からのべ数千人の
参加者を集めて開催された１）。
　IGFは、インターネットの将来像を検討するた
めに国連によって設置された会議であり、インタ
ーネットの運営を世界規模で議論する最も重要な
国際会議であるといえる。
　これまで国連は、2003 年 12 月にジュネーブで
第１回の「世界情報社会サミット（WSIS：World 
Summit on the Information Society）」を、続いて
2005年 11月に北アフリカのチュニジア共和国チュ
ニスにおいて第２回のWSISを開催している２、４）。
今回の IGFは、チュニスでの会合の成果を踏まえ
て設置が決まり、第１回の会合がアテネで開かれ
る運びとなった。
　IGFは、インターネットの運営に関して何らか
の議決や意思決定を行うのではなく、あくまで議
論の場を提供する。インターネットの将来像に関
心のある人々が一同に介し、運営に関する課題を
話し合い、共通の認識を得る機会を作ることが会
議の目的である。会議を主催する組織の代表であ
るNitin Desai 氏は、英国BBCのインタビューに
応えて、「世界中のネット上の市民に発言の機会を
提供し、ルールに基づいて議論すべき課題を明確
にする」と述べている３）。今回の会議には、各国
政府、民間組織、非営利組織から個人まで幅広い
層からの参加があった。
　会議は、「開放性（Openness）」、「安全性（Security）」、
「多様性（Diversity）」、および「可用性（Access）」に
関する四つの分科会に分かれて議論が行われた。
開放性に関しては、主に、言論の自由に関る問題
が議論された。セキュリティに関しては、スパム
メールやフィッシング、ウイルスといった障害が
存在する中で、いかに利用者を守るのかという問
題が議論された。例えば、スパムメールに関しては、
これをブロックするソフトウエアが開発されてい
るが、こうしたソフトウエアによってある種の情
報が意図的に制御されてしまうのではないかとい
う危惧も挙げられた。多様性に関する大きな課題
は、現在のインターネットがあまりにも英語を利
用することに傾倒している問題が挙げられた。ア
クセスでは、ネットワークの「ドメイン」の運営が
これまで無制限であったことに関して問題提起さ
れ、国によっては制限が必要であると主張された。
　これまでのインターネットの発展は比較的自
由な運営によって支えられてきたが、世界規模
での利用が進むとともにそのガバナンスのあり
方が課題となってきている。現在、インターネッ
トのトップドメインとルートサーバを管理するの
は、米国の非営利機関である ICANN（Internet 
Corporation for Assigned Names and Numbers）で
ある。EUや中国、ブラジルなどは、インターネ
ットのガバナンスの根幹をなすドメイン管理を国
際機関に委ねることを主張してきた。ICANNの
インタネット・ドメインネーム管理部門のEmily 
Taylor 氏は、IGFの場でこうした問題について議
論できたことは大きな進展であると評価している。
　IGFは引き続き年次開催され、2007 年にはブラ
ジル、2008 年にはインド、2009 年にはエジプトが
開催国に決まっている。
参考： 1） 世界情報社会サミットのホームページ　http://www.itu.int/wsis/
 2） インターネット・ガバナンス・フォーラムのホームページ　http://www.intgovforum.org/index.htm
 3） BBCワールドサービス　http://www.bbc.co.uk/worldservice/
 4） 「第2回世界情報社会サミット（WSIS）が開催された」、科学技術動向2005年 12月号
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 情報通信分野 TOPICS Information & Communication
　米国国防総省高等研究計画局（DARPA）は2006年11月21日、High Productivity Computing 
Systems（HPCS）プログラムのフェーズⅢの実行に IBMとCray の 2社を選定した。 HPCSプロ
グラムは、国家安全保障と産業発展のために、2ペタ FLOPSの実効性能を持ち、4ペタ FLOPS以上
に拡張可能で、経済性と運用性に優れた次世代の高性能コンピューティングシステムの開発を目指して
いる。フェーズⅢで選定された両社には、ペタスケールで実使用可能なスーパーコンピュータの設計と技
術開発の完成が求められる。また、本プログラムでは、アプリケーション開発時間の生産性を2002年
時点の10倍までの改善と、生産性改善に重要な意味を持つソフトウェアツールやプログラミング環境
も開発する。2010年 12月までに、両社はプロトタイプシステムを完成することが要求されている。
トピックス3　米国DODスー パ コーンピュー タ開発計画がフェー ズⅢに移行
　米国国防総省高等研究計画局（DARPA）は
2006 年 11 月 21 日 に、HPCS（High Productivity 
Computing Systems：高生産性コンピューティン
グ・システム）プログラムのフェーズⅢを実行する
２社として、Cray社（シアトル、ワシントン州）と
IBM社（アーモンク、ニューヨーク州）を選定した。
　HPCS プログラムとは、米国国防総省（DOD）
が推進する計画であり、国家安全保障と産業界の
ために、経済性と運用性に優れた高い性能をもつ
次世代の高性能コンピューティングシステムの開
発を目指すものである。米国のスーパーコンピュ
ータ開発計画の中での本プログラムの位置づけを
右表に示す。本プログラムは、フェーズⅠ（2002
～ 2003 年、Industry Concept Study）、フェーズ
Ⅱ（2003 ～ 2006 年、R&D）、フェーズⅢ（2006 ～
2010 年、Full Scale Development）の３フェーズの
開発プロセスからなっている。過去、フェーズⅠ
では５社（Cray社、IBM社、サンマイクロシステ
ムズ社、ヒューレットパッカード社、シリコングラ
フィックス社）がコンセプト設計を行い、フェーズ
Ⅱでは３社に絞られ、Cray社、IBM社、サンマイ
クロシステムズ社が、それぞれCascade、PERCS、
Hero と呼ばれるシステムを研究開発した。そして
今回のフェーズⅢでは更に２社に絞られ、Cray社
は 2.5 億 USドル、IBM社は 2.44 億 US ドルを４
年間に受け取ることになる。
　今回の発表によると、Cray 社と IBM社には、
ペタスケールで実使用可能なスーパーコンピュー
タの設計と技術開発の完成が求められる。このペ
タスケール・コンピューティングシステムとは、
１ペタFLOPS注）以上の性能の実現と、複雑な実ア
プリケーションの実行に必要な規模のバンド幅と
メモリーを持つことと定義されている。HPCSプ
ログラムは、２ペタFLOPSの実効性能（sustained 
performance）で、４ペタFLOPS以上に拡張可能
なシステム開発を予定している。また、本プログ
ラムでは、アプリケーション開発時間の生産性を
2002 年時点に比べて 10倍までの改善と、生産性
改善に重要な意味を持つソフトウェアツールやプ
ログラミング環境も開発する。2010 年 12 月まで
に、両社は最終プロトタイプシステムを完成する
ことが求められる。そのプロトタイプシステムは、
DARPAのミッションパートナーである国家安全
保障局（NSA）、エネルギー省（DOE）、国家核安
全保障庁（NNSA）によって必要とされる規模の
少なくとも1/4にすることが要求されている１）。
　また、両社は、政府によるファンド額の最低
50％のコストシェアを義務付けられている２）。
参考 1）  http://www.darpa.mil/body/news/current/
hpcs_ph3.pdf
 2）  http://www.hpcwire.com/hpc/1119092.html
注　FLOPS（フロップス）：コンピュータの処理速度を
表す単位であり、ペタFLOPS（フロップス）は１秒間に
１千兆回の浮動小数点演算を行うコンピュータ能力。
出典： 「次世代スーパーコンピュータプロジェクトとその技術課題」
「マルチスケール・マルチフィジックス現象の統合シミュレ
ーション」平成18年度公開シンポジウム講演集、p.181
米国のスーパーコンピュータ開発計画におけるHPCS 計
画の位置づけ
活動 計画 目標
エネルギー省
（DOE）の活動
ASC計画
ターゲットを絞って世界最速
（数ペタ）を目指す（BlueGene）
NLCF計画
総合性能（１ペタ超）と広い
分野での利用を目指す
国防総省
（DOD）の活動
HPCS計画
TOP500にこだわらない、より
総合的な生産性を重視した新
世代スパコンの開発（性能１
ペタ超）を目指す
米国科学財団
（NSF）の活動
Cyber
Infrastructure
計画
2010年に１ペタを目指す
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 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & Materials
　脳の神経系を構成する細胞であるニューロンにおいては、信号の授受は樹状突起および軸索から行わ
れていると言われている。これまでは、樹状突起および軸索の寸法に比べて測定デバイスが大きすぎたた
め、ニューロン間に形成される接合部位としてのシナプスの信号伝達を検出する手段がなかった。 米国
ハーバード大学の研究者らは、シリコンのナノワイヤ電界効果トランジスタ（FET）を作製して、ラット
のニューロンの軸索に幅が約20nmのナノワイヤ電極を連結して、脳神経の信号を検出することに成功
した。研究者らはｐ型とｎ型のシリコンのナノワイヤ FETを並べ、培養されている単一のニューロンの
軸索に沿って FETとニューロンから構成される配列を形成した。この配列を用いて、ナノワイヤ接合部
を介して脳神経の信号を検出し、この電極を通して刺激あるいは抑制することを試みた。このデバイスは、
医薬開発のための細胞検査法などへの応用が想定されている。
トピックス4　脳神経の信号を検出するシリコンのナノワイヤ電界効果トランジスタ
　脳の神経系を構成する細胞であるニューロンの
基本的な機能は、細胞への入力刺激により電位を
発生させ、他の細胞にその情報を伝達することで
ある。ニューロンは細胞体、他のニューロンから
の入力を受ける樹状突起、他のニューロンに出力
する軸索から構成されている。個々のニューロン
に複数のニューロンから信号を入力したり、信号
電位を変化させて情報の修飾が行われると言われ
ている。しかし、これまでは、脳の中の信号伝達
などの神経活動に関わる、ニューロン間に形成さ
れる接合部位としてのシナプスの信号伝達を検出
する手段はなかった。脳の活動を測定するための
これまでのデバイスの電極配列寸法は、ニューロ
ンの軸索や樹状突起レベルでの活動を検出するに
は大きすぎた。
　米国ハーバード大学のF. Patolsky らは、シリ
コンのナノワイヤ電界効果トランジスタ（Field 
Effect Transistor：FET注））を作製して、ラットの
脳神経細胞の軸索にナノワイヤ電極を連結し、脳
神経の信号を検出することに成功した。研究者ら
は、ｐ型とｎ型のシリコンのナノワイヤFETを並
べ、培養されている単一のニューロンの軸索に沿
ってFETとニューロンから構成される配列を形成
し、この配列を用いて、ナノワイヤ接合部を介し
て脳神経の信号を検出することでその伝播速度を
測定した。さらに、ナノスケールのシリコンのナ
ノワイヤFETの電極をニューロンに触れさせて、
生きている哺乳類のニューロンの軸索と樹状突起
から神経信号を検出し、電極を通して刺激あるい
は抑制することが試みられた。 ニューロンとの接
触を、一つの軸索に沿って、20μm未満の間隔で最
大 50個所の電極を用いて電気伝導度の測定および
操作として行うことができる。シリコンのナノワ
イヤから成るフィラメントの幅は約 20nmであり、
ニューロンから突き出ている軸索と樹状突起とほ
ぼ同じ大きさであるため、個別の神経信号の授受
を検出でき、従来の方法より数千倍も小さいスケ
ールで神経信号の測定が可能になった。
　本研究は、医薬開発のための細胞検査法などへ
の応用が想定されている。
参考 1)  F. Patolsky et al., Science, Vol.313, 25 
August, 1100 (2006)
 2)  S. Bradt, http://www.news.harvard.edu/
gazette/2006/08.24/99-nanowire.html
注　FET：ゲート電極に電圧をかけ、チャネルの電界によ
り電子または正孔の流れにゲートを設ける原理で、ソース
とドレイン端子間の電流を制御するトランジスタ。
シリコンのナノワイヤFETとニューロンから構成される
デバイス配列の模式図
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 エネルギー分野 TOPICS Energy
　2006年 7月、米国エネルギー省（DOE）は、ニューヨーク州オルバニー市の2つの変電所を結ぶ
商用地下送電路において、高温超電導ケーブルシステムを敷設した実証試験を世界で初めて開始した。
本システムは日本で開発されたビスマス系超電導線材を採用し、コンパクトな構造で、液体窒素温度で送
電ロスを大幅に削減し、銅線の3～5倍の送電能力を実現できる。現在の銅線ケーブルは、送電ロスに
より全米の発電電力量の約10％を喪失している。DOEは 2030年までに北米大陸全体に超電導送電網
を張り巡らす「Grid2030」構想を公表し、実用化に向けた開発を加速する。
トピックス5　世界初の高温超電導ケーブルを用いた送電実証試験
　米国エネルギー省（DOE）は 2006年７月、ニュ
ーヨーク州オルバニー市の２つの変電所を結ぶ実
線路上の地下送電路において、世界で初めて高温
超電導ケーブルシステムを敷設した実証試験を開
始した。本システムは商用配電電圧 34.5kVで運用
され、順調に無人運転を継続し、一般世帯７万軒
に電力を供給している。
　今回本システムに採用された住友電工製ビスマ
ス系超電導線材は、NEDOプロジェクトの「高機
能超電導材料技術研究開発」にて開発されたもの
である。線材は液体窒素温度（－196℃）に冷却す
ると超電導状態になり、大電流を低損失で送電す
ることが可能となる。その際冷却エネルギーを投
入する必要はあるが、今回の試験では、全長 350m
のケーブル全体で 3kWであり、これは送電電力量
のわずか 0.01％であることを確認した。現在の銅
線ケーブルでは電気ロスが大きく、米国の全発電
電力量の 9.5％が送電ロスで喪失しており、本シス
テムに代替することで省エネルギー化をはかるこ
とができる。
　本システムは、高温超電導線材の他、実線路に
不可欠な、ケーブル中間ジョイント、気中端末、
冷却システムから構成されている。ケーブル中間
ジョイントおよび気中端末部も含めて、３相分が
一体となったコンパクトな三芯一括型構造をとっ
ており、同寸法の銅線ケーブルの３～５倍の電力
を送電できる。既設管路にそのまま収納できるこ
とから、管路を増設することなく、送電容量の大
幅な増強が可能であるため、敷設費用の削減にも
つながる。全米では現在、約 3,500kmの地中送電
ケーブルが埋設されている。
　近年、米国では電力需要の増大に送電インフラ
が対応しきれず、2004 年にニューヨーク州で発生
したような大規模停電のリスクが高まっている。
米国の送電網は大半が 1900 年代前半に敷設したも
ので老朽化が激しいため、送電線網の再構築が不
可欠となっている。DOEでは 2030 年までに北米
大陸に超電導送電網を張り巡らす「Grid2030」構想
を公表している。本試験の成果を踏まえ、来年度
は更に幹線送電システムへの適用を目指し、電圧
138kV、全長 600ｍのシステム導入試験がニューヨ
ーク州ロングアイランドにて開始する計画である。
参 考
1） T.Masuda et.al；ASC2006予稿集、2006年 9月
2）  US DOE“GRID 2030-A National Vision for 
Electricity’s Second 100 Years”、2003年 7月
住友電工㈱より提供
図表２　実証試験サイトとシステム構成
図表１　高温超電導ケーブルの外観と仕様
住友電工㈱より提供
定格電圧 34.5kV
定格電流 800A
全長 350m
敷設 ６インチ地中管
冷却方式 液体窒素循環
運転温度 77K
試験期間 ～ 2007年 11月
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 フロンティア分野 TOPICS Frontier
　Z海洋研究開発機構は、エルニーニョ現象に匹敵する大規模な異常気象を引き起こすインド洋のダイ
ポールモード現象（IOD現象）の発生を予測することに成功した。ヨーロッパの研究グループと共同開
発した大気・海洋結合大循環モデルにより、地球シミュレータを用いて、IOD現象が2006年初夏に発
生し、秋に最盛期になることを予測していたが、最近の人工衛星による観測などによって予測に成功して
いたことが明らかにされた。この成功により、洪水や干ばつ、猛暑などに対する事前対策のための情報発
信や防災・減災対策の促進などの社会経済活動が可能になると期待される。今後、大気・海洋結合大循環
モデルの短期気候変動予測研究は、さらに進展するものと考えられる。
トピックス6　異常気象を引き起こすインド洋の気象現象の予測に成功
　C海洋研究開発機構（JAMSTEC）地球環境フロ
ンティア研究センター気候変動予測研究プログラ
ムの山形俊男プログラムデレクター（東京大学兼
任）、佐久間弘文グループリーダー、Swadhin K. 
Behera サブリーダー、Jing-Jia Luo 及び Sebastien 
Masson研究員は、インド洋のダイポールモード現
象（IOD注）現象）を予測した。
　研究チームは、ヨーロッパの研究グループと共
同開発した大気・海洋結合モデルにより、地球シ
ミュレータを用いて、IOD現象が 2006年の初夏に
発生し、秋に最盛期になることを 2005 年 11 月の
時点で予測した。最近の人工衛星による観測など
によって予測とほぼ一致していることが明らかに
され、予測に成功したことが判明した。
　IOD現象とは、インド洋東部（ジャワ島沖）熱
帯域で南東貿易風が強化され東風成分が強まると、
冷水の湧昇や蒸発によって海面水温が低下し、反
対にインド洋中央部から西部（ケニア沖）で海面
水温が上昇するというものである。この東風は赤
道沿いに西向きの海流を励起し、東インド洋にも
ともとあった暖水を西インド洋に運ぶ。そのため、
西インド洋では暖水の厚い層ができ、深層の冷水
の湧水を妨げてさらに温かくなり、海面水温が上
昇する。西インド洋の海面上では大気が軽くなっ
て上昇し、反対に東インド洋の冷たい海面では大
気が重いため下降して西向きの気圧傾度が発生す
る。IOD現象は通常５～６月に発生し、10月頃に
最盛期になり 12月頃には衰退する。
　この気候傾度は、東風をさらに強め、インド洋
沿岸諸国やオーストラリア西部で干ばつを起こし、
一方で、ケニアを含む東アフリカ諸国に洪水を引
き起こす。また、アジアにおいては、夏のモンス
ーンに大きな影響を及ぼし、インド北部からイン
ドシナ半島、中国南部に大雨、極東アジアや我が
国に猛暑を引き起こすことが明らかになっている。
さらに、ヨーロッパ地中海諸国の猛暑とも関係が
深いということもわかってきている。2006 年夏に
おける西日本での猛暑も、この IOD現象の一因と
考えられている。
　最近の人工衛星による観測では、スマトラ島西
岸沖の強い海水湧昇による海面水温や海面水位低
下が捉えられており、IOD現象による強い降雨を
伴う対流活動が西方に移動していることが判明し、
これは予測と合致していた。
　1999 年に旧宇宙開発事業団と旧海洋科学技術セ
ンターの共同プロジェクトである地球フロンティ
アシステムの山形俊男気候変動予測研究領域長ら
が、太平洋のエルニーニョに匹敵する大規模な異
常気象がインド洋に存在することを発見したこと
から、IOD現象に関する研究が始まった。その後、
発生メカニズムの解明とともに、大気・海洋結合
大循環モデルを用いて、予測の研究が続けられて
きた。
　今回の予測の成功により、洪水や干ばつ、猛暑
などに対する事前対策のために、情報発信や防災・
減災対策の促進などの社会経済活動が可能になる
と期待される。今後、大気・海洋結合大循環モデ
ルの短期気候変動予測研究は、さらに進展するも
のと考えられる。
注）IOD：Indian Ocean Dipole
平年より冷たい海面水温がジャワ島・スマトラ島の付近に見られ、
IOD現象が発生している（表紙カラー写真参照）。
提供：C海洋研究開発機構
人工衛星から観測されたインド洋の状態
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重要な社会基盤防護に関する米国の研究開発動向
科学技術動向研究
重要な社会基盤防護に関する
米国の研究開発動向
藤井章博
情報通信ユニット
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　現代社会を構成する社会基盤
のリスクの評価は、国土安全保障
（Homeland Security）の観点から
近年特に重要視されている。
　我々の日常生活を支えるエネル
ギー供給網（石油パイプライン、
ガスパイプライン等）、交通網、
通信網、水道網などは、相互に複
雑な依存関係にある。この依存関
係において、情報ネットワークは、
多くの他の社会基盤を運用するた
めに重要な役割を演じている。一
方、インターネットを安定して運
用するためには、情報セキュリテ
ィに始まり、電力供給やトラフィ
ック管理など多様な側面からの保
全が必要である。
　多岐に亘る重要な社会基盤の安
全保障に関しては、社会基盤の「相
互依存性（interdependencies）解
析」に基づくリスク評価の研究が
重要であり、これが重要な社会基
盤防護のための研究開発の中心的
な課題の一つである。相互依存性
解析には、システムのモデル化、
コンピュータシミュレーション、
知識データベースの構築などを統
合的に行わなければならない。
　現在米国ではテロや災害の発生
を想定し、電力供給網・通信網・
水道網・インターネット・水道設
備など 14の重要な社会基盤に関
して、経済的インパクト・公衆衛生・
環境面への影響など多角的な観点
から相互依存性の解析を行う研究
プロジェクトが実施されている。
　本稿では、米国国土安全保障省
の研究開発資金により、米国エ
ネルギー省に属する国立研究所
が実施しているプロジェクトを
紹介し、特に相互依存性解析に基
づく重要な社会基盤の防護に関す
る研究例をとりあげ、その概要を
述べる。
2   国土安全保障省における科学技術研究開発の概要蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　2001 年９月に米国で発生した
９・11 テロ以後、国土安全保障
という意味での安全・安心への関
心が世界的に高まっている。特に
米国では 2002 年 11月に国土安全
保障省設立法が成立し、2003 年
１月から国土安全保障省（DHS：
Department of Homeland Security
以下「DHS」と略記する）が業務
を開始し、米国の国土安全保障に
おける重要な役割を担うようにな
った。DHSの政策の柱は、①国
境警備および運輸保安、②緊急事
態への準備・対応、③科学・テク
ノロジー、④情報分析および社会
基盤の保護、であり、これを実施
するためには、既存の政府機関の
機能を活用する。
　DHSにおいて国土安全保障に
関る科学技術研究は、科学技術
局（Under Secretary Science & 
Technology）、防災局（Under 
Secretary Preparedness）、情報分
析局（Assistant Secretary Office of 
Intelligence & Analysis）、核物質探
査局（Director Domestic Nuclear 
Detection Office）が行っている。
科学技術研究の全体像は、「D&HS
（防衛と国土安全保障（Defense & 
Homeland Security）」と略記され、
図表１に挙げる３つのプロジェク
トを主要な柱としている。
　DHSにおける科学技術研究開
発の総額は、2006 年度約 15 億
ドルであり、特に科学技術局の
予算は 10億ドルを超える。同局
においては、DARPA（Defense 
Advanced Research Projects 
Agency, Department of Defense）
をモデルとした「国土安全保障先
端研究プロジェクト庁（HSARPA：
Homeland Security Advanced 
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Research Projects Agency）」が設
置され、その中で多様な研究プロ
ジェクトが実施されている。
　本稿では、米国における国土
安全保障に関る科学技術研究開
発のなかで「重要な社会基盤防
護 CIP（Critical Infrastructure 
Protection）」に関する研究動向、
特に「相互依存性解析」と呼ばれ
る手法に基づくリスク評価に関す
る研究の動向を紹介する。
位置づけを示す。CIPプロジェク
トは、米国エネルギー省（DOE：
Department of Energy）の国立研
究所である、ロスアラモス、サン
ディア、アルゴンヌなど複数の研
究所に跨って、個別の研究テーマ
が割り当てられており、所属する
メンバーは協働して研究にあたっ
ている。
　図表２において、DOE エネ
ルギー確保局（Office of Energy 
Assurance）の元には、VMWG「モ
デリングと視覚化ワーキンググル
ープ（Visualization & Modeling 
Working Group）」と呼ばれる組
織が存在し、その中では、SLV
（Simulation Library Visualizer）
と呼ばれるシミュレーション結
果の視覚化の研究が実施されてい
る。DHSの防災局の配下には、「国
家社会基盤に関するシミュレー
ションと分析センタ （ーNISAC：
National Infrastructure Simulation 
& Analysis Center）」が設けられ
重要社会基盤に対する災害やテロ
リズムを想定した種々の研究が行
図表１　米国国土安全保障省の推進する主要な研究開発プロジェクト
プロジェクト名 内容 実施機関
DNDO
（Domestic Nuclear Detection Office）
国内核物質探査に関す
るもの
DHS、DOD、EPA
CIP
（Critical Infrastructure Protection）
重要な社会基盤の防護
に関するもの
DHS、DOD、DOE、NRC
CBTR（Chemical & Biological Threat 
Reduction）
生物化学物質による脅
威に対処するもの
DHS, DOD, EPA
DHS：Department of Homeland Security　国土安全保障省
DOD：Department of Defense　国防省
DOE：Department of Energy　エネルギー省
EPA：Environmental Protection Agency　環境庁
NRC：Nuclear Regulatory Committee　原子力規制委員会
資料をもとに科学技術政策研究所にて作成
3   重要な社会基盤防護に関するプロジェクト（CIP）の実施体制 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　CIPとは、テロや天災など何ら
かの災害を想定した上で、複数の
社会基盤が関与する障害や復旧に
関して種々のシミュレーションを
行い、統一的な評価モデルに基づ
いて、対策に関する効用を為政者
に提示し、為政者の意思決定を支
援するコンピュータシステムを構
築しようとするプロジェクトであ
る。テロや災害が起こった場合、
その影響はいかなるものか、回復
までに要する時間は、政策上の別
の選択肢や別の対応による結果の
予測は、被害を軽減するための最
も効果的な選択肢は何か、脅威の
程度と脆弱性を検討したうえで最
も危険な領域は何か、どのような
投資・被害の軽減策・研究上の戦
略が全体的なリスクを軽減するた
めに最も効果的か、といった具体
的な質問が生じる。本システムは
こうした問いに的確な答えを導く
ことを支援する。
３‐１
CIPプロジェクトの
実施組織
　図表２に、米国の重要な社会基
盤防護に関する３つのプロジェク
トのなかでのCIPプロジェクトの
図表２　米国の重要な社会基盤防護に関する 3つのプロジェクトと、
 その中におけるCIP プロジェクトの位置づけ
VMWG：Visualization & Modeling Working Group
SLV：Scenario Library Visualizer
NISAC：National Infrastructure Simulation & Analysis Center
CIP/DSS：Critical Infrastructure Protection/Decision Support System
LANL：Los Alamos National Lab.
SNL：Sandia National Lab.
ANL：Argonne National Lab.                                            資料をもとに科学技術政策研究所にて作成
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われている。この組織は幾つかの
小さな組織から構成されている。
　CIP の中心的なプロジェクト
は、次節以下で詳細を述べる
CIP/DSS（Critical Infrastructure 
Protection Decision Support 
System）である。これは、前述し
たように、重要な社会基盤に対し
て想定される事故や災害に関して、
意思決定を支援するシステムの構
築を行うものである。CIP/DSSで
は種々の社会基盤に関するリスク
の「相互依存性（interdependency）」
を考慮した災害対処の研究が行わ
れている。
３‐２
CIPの主たる実施機関である
米国国立研究所の概要
　現在、CIPも含めて米国におけ
る国土安全保障に関る研究開発
においては、DOEに所属する国
立研究機関の役割が顕著である。
DOEは、「原子力事故への対応」
「CBRN（化学、生物、放射性物質、
核兵器を用いるテロ）攻撃対策プ
ログラム」「環境計測研究」「エネ
ルギー安全保障プログラム」とい
った研究プログラムの多くを、国
家核安全保障管理局（NNSA）の
管轄下にある国立研究所で実施し
ている。
　特に、以下に紹介するロスアラ
モス、サンディア、アルゴンヌの
３つの国立研究所がその中心的役
割を演じている。
盧ロスアラモス国立研究所
　ロスアラモス国立研究所（LANL：
Los Alamos National Lab.）は、ニ
ューメキシコ州に位置する。1943
年にマンハッタン計画の中で原子
爆弾の開発を目的として設立され
た。ロスアラモス国立研究所が米
国の科学技術研究の中で担ってき
た最大の役割は、以前は核兵器の
開発であった。現在は、核兵器の
安全性と信頼性の確立、大量破壊
兵器の脅威を減らし世界規模の安
全保障を推進すること、そのため
の技術開発を行うことを主たる研
究課題としている。
　同研究所では、他の多くの米
国の国立研究所と同様に、連邦
政府が所有しているが大学など
が運営を行うというGOCO形式
（Government Owned Contractor 
Operated）が採られている。マ
ンハッタン計画で中心的役割を担
ったカリフォルニア大学が長く管
理・運営を行ってきたが、2005年
に競争入札制度が導入され、2006
年６月からはカリフォルニア大
学・ニューメキシコ大学・ニュー
メキシコ州立大学および複数の民
間企業による連合組織によって運
営されている４）。
盪サンディア国立研究所
　サンディア国立研究所（SNL：
Sandia National Lab.）も同じくニ
ューメキシコ州に位置し、1949年
に設立され、「核兵器」の開発と
併せて、「国防システムとアセス
メント」「エネルギー資源と核不
拡散」「国土安全保障と国防」に
関わる研究が行われてきた。特
に、核不拡散に関しては、共産
主義体制崩壊後に、旧ソビエト連
邦の保有していた核兵器の安全な
保管と処理に大きな貢献を果たし
てきた。このような貢献には、行
き場のなくなってしまった核物
理学者の就職の斡旋なども含まれ
ていた。同研究所もGOCO形式
により運営されており、かつては
AT&T社が、1992 年からはロッ
キードマーティン社が運営を担っ
ている。
蘯アルゴンヌ国立研究所
　アルゴンヌ国立研究所はイリノ
イ州に位置する。ロスアラモス研
究所と同じく、第二次世界大戦中
に推進された原子力爆弾を製造す
るマンハッタン計画の研究者の一
部を核として 1946 年に設立され
た。同研究所もGOCO形式によ
り運営されており、現在の運営は
シカゴ大学が行なっている。
4   CIPプロジェクトの概要蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
CIPプロジェクトの目的と
研究マネージメント
　CIPプロジェクトの目的は、①
危険性が指摘されている重要社会
基盤に関して想定される被害の程
度を予測すること、②重要社会基
盤に対して基本的な相互依存性モ
デルを構築すること、③重要社会
基盤への自然災害の影響を予測す
ること、④効果的な被害低減策の
評価、⑤国内地方規模、国家規模、
および地域規模にわたる実務上の
支援策の提供、である。
　CIPを実施するにあたって、研
究マネージメントにおいては、次
のような考え方を基本としてい
る。まず、国土安全保障上のリス
クは、その「発生確率」と「被害」
という二つの要因で評価すべきも
のである。双方が高い事項に対す
る対処が重要であることは言うま
でもないが、二つの要因の高低の
広範囲な領域に多様な問題が存在
する。
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　問題領域を「時間軸」と「空間
軸」で明確に規定する必要もある。
対象とする事象が長期的か短期的
か、また巨視的なものか微視的な
ものかという分類が必要であり、
状況に応じて取られる分析・対処
の手法が異なる。CIPプロジェク
トでは具体的な事象に応じて最も
適した視点の尺度を選択し分析し
ている。
　さらに、安全保障を担う研究
であるため、基になるデータや情
報の出自や意思決定支援システム
の運用に関るセキュリティにも配
慮している。分析の基になる「情
報の信頼性（Credibility）」、どの
情報に優先的に着目するかという
「重要度の選択（Salience）」、情報
の出自が信頼できるかどうかとい
う「正当性の検証（Legitimacy）」、
という三つの判断基準が重要であ
るとしている。
　災害やテロなどに社会基盤が脅
かされた場合、単独の社会インフ
ラのみが関与するということほと
んどありえない。例えば、電力設
備を障害から復興させるには、交
通網を利用して障害箇所に修理部
品の供給がされなければならない
し、部品の運搬には燃料の供給が
不可欠である。問題箇所の診断や
複数箇所における修繕作業間の協
調には、通信網が正常に機能する
ことが必要である。
　また、国土安全保障上のリスク
を考えるとき、リスク軽減策に掛
かる負担とこれによりもたらされ
る利益との間のトレードオフも熟
慮する必要がある。リスクの評価
関数には、事件の発生確率と事件
による結果の重大性および予防に
掛かる経費のほか、これまでの防
災への準備状況等も考慮する必要
がある。対災害を目的とした意志
決定者向けへの支援システムを構
築することは、災害等の影響をよ
り的確に把握し効果的な対策が取
れることを意味する。また、復旧
のボトルネックとなるのは何かと
いった、防災のための戦略的な投
資のあり方も導かれる。
　CIP の研究の最も大きな目的
は、複数の社会基盤に跨るリスク
の評価を総合的に行い、災害時の
意思決定を支援する情報が即時性
をもって為政者に提供されること
である。
　CIPプロジェクトでは、図表３
に示す 12の重要な社会基盤を規
定している。これらを「国家的視
点」と「特定都市の視点」という二
階層の観点からモデル化している。
モデルを設定した上で、個別の課
題に対するリスクの評価は、「国
防」・「公衆衛生」・「経済活動」な
どの視点から分析を行っている。
４‐２
研究成果の例
盧実時間での
　被害予測シミュレーション
　図表４は、最近行われたハリケ
ーンの通過に伴う被害予測シミュ
レーションの結果であり、CIPプ
ロジェクトにおける研究成果の
実践的適用の事例である。ロスア
ラモス国立研究所ではハリケーン
による停電被害のシミュレーショ
ンを実施し、これを実際の被害状
況と比較した。対象となっている
ハリケーン「ウィルマ（Wilma）」
は、米国におけるハリケーンの観
測史上もっとも勢力の強いもので、
2005年 10月 15日に初認され、米
国フロリダ州を大西洋側から襲い、
25日に消滅した。ハリケーンの上
陸が数時間後と予測されていると
いう状況において、その進路の予
測を含めたリスク評価依頼を受け、
コンピュータシミュレーションを
駆使してリスク評価に関する結果
を実時間でDHSに報告した。
　図表４秬は、初認から 120時間
後の 10月 19日時点での停電の予
測シミュレーションの結果であ
る。群単位で停電となる確率が０
～ 25％、25 ～ 50％、50 ～ 75％、
75～ 100％の４段階で予測されて
図表３　重要な社会基盤
１ 農業
２ 金融機関
３ 化学物質、危険物
４ 産業基盤
５ 緊急対応施設
６ エネルギー
７ 食料
８ 情報通信網
９ 郵便、運送
10 公衆衛生
11 交通
12 水道
図表４　ハリケーンの通過に伴う被害予測シミュレーションと実測値
秬停電の予測シミュレーション 秡停電状況の実測値
資料をもとに科学技術政策研究所にて作成
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いる。図表４秡は、10月 26 日時
点での各群における停電状況の実
測値である。この事例では、事前
のシミュレーション結果がその後
起きた現実の被害を非常によく予
測できていた。ロスアラモス国立
研究所におけるモデル化とシミュ
レーションの能力の高さを示して
いる。
盪相互依存性解析の例
　図表５は、重要な社会インフ
ラとして上水道設備に毒物が混入
し汚染された場合を想定し、相互
依存性解析に基づいて被害予測を
行った場合のフローチャートであ
る。水道設備を中心に他の社会基
盤の関係が記述されている。実際
の需要データも参照され、幾つか
毒物混入のシナリオが想定されて
いる。後述するデータベースを利
用して拡散モデルを用いたシミュ
レーションを実施し、時系列に従
って被害の程度が計算される。
　この例では、毒物による上水道
の汚染が、複数のシナリオによっ
て為されることを想定している。
ここでは、起こりうる複数のイン
シデント（incident：事件）の詳細
なシナリオを記述し、それらに定
量的な評価を与える必要がある。
各インシデントを要因に分解し、
それぞれの要因の因果関係や依存
関係を調べ各要因に関する経験側
に則った発生確率を求める。この
段階では専門家へのヒヤリングな
どが欠かせない。個別の要因に関
する発生確率が得られたら、例え
ば「確率論的ベイズ推定」などを
適用することで、各要因の相互依
存関係に伴うリスク評価を定量的
に行うことが出来る。この研究で
は、シナリオの各要因に関して相
互依存関係に基づく生起確率をモ
デルに反映させている。
蘯その他の事例
　CIPでは、その他にも多くの問
題解決指向のリスク評価研究の実
績がある。農業生産物に対する病
原菌を利用したテロリズムという
脅威の評価という事例では、トウ
モロコシなどの穀物の生産分布と
ともに、乳牛・肉牛・鶏などの家
畜の生育分布を詳細に把握した上
で、伝染性病原体の暴露被害など
のインシデントを想定した影響の
分析とその対応シミュレーション
を行っている。
　また、別の研究事例では、災害
やテロリズムなどのインシデント
が発生した場合の交通機関の麻痺
状況を推定している。特定の都市
における人口の分布状況を個人の
職業的属性まで踏み込んでデータ
化し、これにより交通手段の利用
パターンを予測した結果が得られ
ている。
　こうした研究では、学際的なア
プローチが不可欠である。CIPプ
ロジェクトは、多様なバックグラ
ウンドを持つ研究者のチームによ
って実現されている。一方、研究
で必要なシミュレーションソフト
ウエアなどのツールは、基本的に
は他用途向けに開発された既存の
ものを活用することを前提として
いる。
４‐３
意思決定支援のための
データベース化
　次に、CIPにおける研究成果を、
知識の活用という観点でどのよう
に問題解決に利用しているのかを
紹介する。
　まず、災害に際して為政者が何
らかの意思決定を行うことを支援
するために、「シナリオライブラ
リー」と呼ばれるものが用意され
ている。これは、過去に起こった
ハリケーンや熱波、冷害などを定
型文書で記述した文書データベー
スである。
　CIPのチームが実施したモデル
化、あるいはシミュレーションの
結果も蓄積されている。対象とな
っている社会基盤の被害状況、モ
デル化の手法、意思決定に供す
る情報提供に必要とされる諸条件
（精緻さ優先、処理時間優先など）、
実験方法、外部の視覚化方法、モ
デル化とシミュレーションに基づ
く設備の被害状況などがデータと
して蓄積されている。
　シナリオライブラリーでは、
CIPにおいてが過去に実施したリ
スク評価の結果が一定のデジタル
アーカイブの書式に従って蓄積さ
れており、これは将来における類
似の分析の参考資料として利用さ
れる。こうしたライブラリーの運
用と活用は、情報分析における知
識や知恵のレベルを強化すること
を目指している。バイオテロなど
のインシデントを想定すると、状
図表５　都市部における上水道の毒物汚染の分析事例
資料をもとに科学技術政策研究所にて作成
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況はそれを構成するいくつかの要
因に分解して記述することができ
る。例えば、広範囲なバイオテロ
というインシデントの想定では、
特定の病原体が水道設備に混入
する可能性はあるかないかとい
った事項が、インシデント全体像
を評価するための部分的な要因
となる。相互依存関係のある設備
どうしのリスク評価は、こうし
た部分的な要因の間の状態遷移
を数値的な評価することで行うこ
とができる。
5   むすび 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　本稿で紹介した研究の背景にあ
る危機感は、必ずしも米国一国の
懸念ではなく先進国に共通の課題
であるといえよう。今後、我が
国においても、幅広い社会基盤
に対する公共の視点からのリス
ク分析に関る研究開発の必要性
が高まると考えられる。例えば、
大規模な地震の到来が懸念され、
気象災害の被害も近年深刻である。
米国の取組状況と比較して我が国
のこの分野の取り組みは立ち遅れ
ている。
　平成 18年 10月には、ハワイ州
ホノルル市において、日米科学技
術協定に基づく安全・安心な社会
の構築に関する第１回のワークシ
ョップが開かれ、テロや災害など
広範囲な地域や社会基盤に対す
るリスクへの対処に関する日米
間の共同研究の可能性について
検討されるなど、この分野にお
ける研究開発について国際的な協
力を含めた関心が高まっている。
しかし、本稿で紹介した「重要社
会基盤の防護」「相互依存性解析」
に関する研究テーマは、日本の国
内では同様の目的意識に基づいて
組織化された研究母体がなく、複
数省庁の所管事項を跨ることにな
り、研究体制の構築も困難な状況
である。
　本稿は、平成 18年度に筆者が
行った複数の米国国立研究所への
訪問調査を基にしている。CIPの
研究チームでは、多様な専門領域
の研究者が共通の目的のために協
働できるように研究がマネージメ
ントされているという印象を受け
た。特に、モデル化や分析の手法
に関して、組織横断的によく議論
されており、チームに共通の原理
原則が貫かれているようである。
国内でこの分野の研究を振興する
場合、特に組織のマネージメント
の観点において、米国国立研究所
から学ぶことは多いと考えられる。
　我が国においても幅広い社会基
盤に対する公共の視点からのリ
スク分析と保全・保安に関る研
究開発の必要性が高まると考え
られる。米国における先導的研
究開発事例から学ぶべきことは
多い。例えばこの分野の研究で
は、コンピュータによるシミュレ
ーション技術から特定施設の保全
管理に及ぶ幅広い専門家を組織化
する必要がある。また、研究成果
は実務指向であるため対象となる
問題領域を時間的、空間的な規模
からよく吟味し分析結果を為政者
による意思決定に活用することが
重要である。
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1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　第３期科学技術基本計画におけ
る情報通信分野では 10個の戦略
重点科学技術を選定しており、そ
の中に「人の能力を補い生活を支
援するユビキタスネットワーク利
用技術」が挙げられている。ユビ
キタス化の基盤として重要な役割
を演じるのがワイヤレス（無線）
通信である。携帯電話、近距離無
線注１）のデバイスなどにおけるワ
イヤレス通信は高度化、多様化の
一途を辿っている。そしてこれら
の実現には高度な新時代のアナロ
グ技術が必要になる。
　LSI の 微 細 化の進展は SoC
（System on a Chip）の時代をも
たらし、同一SoCの中でデジタル
回路とアナログ回路が混在する機
能が求められてきている。そして
アナログ回路の開発がLSI全体の
開発期間や製品性に大きく影響す
る様になってきている。また、デ
ジタルだけでは製品の付加価値が
得られなくなりつつあり、付加価
値の源泉の一つとしてアナログ技
術の重要性が飛躍的に増加してき
ている。
　こうした意味で重要なアナログ
技術であるが、世界的に見てアナ
ログ技術者は不足しており、各国
とも新時代のアナログ技術の重要
性を認識し、研究開発と共に人材
育成を盛んに進めている。
　以下では、ワイヤレス通信の基
盤であり高度なアナログ技術が必
要とされる「CMOSアナログRF
のシステムLSI」注２）を中心にして、
アナログ技術とは何か、今何故ア
ナログ技術が必要か、アナログ技
術の研究開発動向、アナログ技術
が抱える課題を述べ、今後必要と
される向上策を提言する。
注 1：近距離無線とは、比較的距離
が短い場所で用いられる通信であり、
無線 LAN、Bluetooth などが使用さ
れる。
注 2：CMOS アナログ RF（Radio 
Frequency）のシステム LSI とは、
CMOS テクノロジーでのアナログ・
デジタル混載 LSI において、ワイヤ
レス機能を実現する高周波処理と高速
ADC/DAC（アナログ・デジタル／デ
ジタル・アナログ変換）などのアナロ
グ回路が構成要素となる LSI を指して
いる。また、ここでのシステム LSI を
SoC（System on a Chip）ともいう。
■用語説明■
2   アナログ技術とは 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
アナログとデジタル１）
　アナログとは、物質やシステ
ムなどの状態を連続的に変化する
物理量によって表現することであ
る。我々の身の回りにあるものの
状態は、温度、速度、圧力、流れ、
人間の音声などすべてアナログで
ある。そしてアナログ量の情報を
電気的な連続量に変換したものが
アナログ信号である。
　一方、デジタルとは離散的に
数えられることをいう。コンピュ
ータをはじめ様々な電子機器の内
部では、電気的なパルスの有無を
「０」と「１」の２進数に対応させ
てデジタル量を表現したデジタル
信号を用いて電子的な機能を実現
している。
２‐２
アナログ技術の用いられ方
　身の回りにはアナログ技術が多
用されている。例えば、ディスプ
レイ、スピーカー、マイクなどの
ヒューマンインターフェイス部、
無線部のアナログ回路、デジタル
科 学 技 術 動 向　2007年 1月号
16 Science & Technology Trends   January  2007 17
アナログ技術の動向と人材育成の重要性 ̶CMOS高周波 LSI にみる新時代のアナログ技術を中心に̶
とアナログの境界での変換部、カ
メラ、そしてセンサーなどである。
携帯電話を例にしてアナログ回路
部分を示すと、アンテナ、ディス
プレイ、カメラ、充電器、通信デ
バイス、ヒューマンインターフェ
イス、バイオメトリックス認証、
電話機能、データの送受信などと
様々である。機能面でいうと、外
界からの入力である微細な信号の
入力部分では雑音が混入しやすい
ため低雑音化や雑音除去の技術が
用いられている。また、外界への
出力としてのディスプレイへの表
示やスピーカの駆動ではそれらの
特性に合わせて歪がなく忠実な信
号を再生する技術も用いられてい
る２）。
２‐３
アナログ処理の具体例
盧アナログ・デジタル／
　デジタル・アナログ変換
　外界からの情報がどのようにデ
ジタル処理されるかを以下に説明
する。図表１秬はアナログ量とデ
ジタル量の変換について模式化し
ている。アナログ信号をコンピュ
ータの世界（サイバー空間）で処
理するためにはコンピュータで読
める情報に翻訳すること、すなわ
ちデジタル量への変換（Analog 
to Digital conversion：ADC と 呼
ぶ）が必要である。一方、コンピ
ュータ内で処理された結果を再び
外界であるアナログの世界に戻す
ときデジタル信号からアナログ
信号への変換（Digital to Analog 
conversion：DACと呼ぶ）が必要
になる。
　図表１秡ではADCの機能を例
示している。アナログ波形はサ
ンプリング時間（Ｔ）ごとにその
値（ここでは電圧値）が計測され、
数値化（デジタル化）が行われコ
ンピュータで理解できる２進値に
変換される。この２進値を表現す
るビット数は分解能といわれ、例
えばデジタルカメラでは 10～ 12
ビット、CDでは 16ビットなどの
分解能が実現されている。DAC
はこの逆の操作となる。
盪携帯電話の中のアナログ処理
　携帯電話の中には数々の先端
的なアナログ技術がデジタル技術
と共存して用いられている。図表
２に基本的な受信回路の構成を示
す。電子回路の領域は扱う周波数
帯域によってフロントエンド部と
ベースバンド部に大別される。点
線の左側の RF、ADCがフロン
トエンド部、右側のDSP（Digital 
Signal Processing：デジタル信号
処理）部がベースバンド部（デジ
タル処理が行われる電子回路の領
域）である。フロントエンド部で
は、受信アンテナで受けた微弱
電波を増幅したり、受信信号から
搬送波を取り除くためにアナロ
グ技術が用いられる。送信回路
はこの逆で、フロントエンド部で
は信号を高周波の搬送波に乗せ
て電波として送出することが必
図表１　アナログ量とデジタル量の変換
参考資料１）を基に科学技術動向研究センターで編集
図表２　受信回路の構成
参考資料５）を基に科学技術動向研究センターで作成
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要であり、高周波電力を効率よ
く伝達する機能がアナログ技術
で実現されている。
２‐４
アナログ回路と
デジタル回路の設計の違い
　アナログ回路とデジタル回路の
設計を対比してみる。
　デジタル回路の設計者を教育
する一例として、簡単なゲートア
レイ注３）の教育コースには、ブー
ル代数から開始して数週間のうち
に、ある程度の論理回路を組める
ようにできるプログラムがある。
デジタル回路ではトランジスタや
素子からなる回路をブラックボッ
クス化し、設計者が考えるのは論
理ゲートやそれらを組み合わせた
マクロの機能とそれらの入出力の
関係だけに限定できる。従って、
ゲートやマクロの詳細な中身の理
解は必ずしも必要ではない。また、
用いるゲートやフリップフロップ
の種類もそれほど多くはない。
　一方、アナログ回路の設計は、
トランジスタや素子のレベルを扱
うものであり、設計では回路全体
を考慮する必要がある。そして図
表３に示すように設計に必要なパ
ラメータも多い。一箇所のエラー
が全体に影響するため波及も大き
い。回路の周波数特性注４）など、
デジタルでは考慮しなくてよい特
性までも考慮する必要がある。ア
ナログ回路の設計では、無理やり
式を解こうとすると膨大な計算が
必要になるため、近似を多用する。
ここでは、周波数、素子値などに
より、如何に回路モデルを簡略化
するかというセンスを磨くことが
重要になる４）。そのため、ある程
度のアナログ回路を組めるように
なるには年単位の教育期間がかか
ってしまう。
　さらに、アナログLSIの設計で
は、単に回路の設計だけではなく、
システムレベル、ブロックレベル、
レイアウト・パッケージまでを考
えて性能を確保することが必要で
ある。製造面でのデバイス・テク
ノロジ、プロセス変動などの考慮
も必要であり、最終的にはパッケ
ージ、ボードの上で性能を実現す
ることが求められる。単に回路設
計を行えるだけではアナログ設計
者ではないとも言われる。
　なお、図表３では、微細化、高
速化に伴って、デジタルでも設計
上で考慮すべきパラメータが多く
なりつつある様子も合わせて示し
ている。
２‐５
デジタル化の中での
アナログ技術
　このように電子機器に不可欠な
アナログ技術であるが、デジタル
技術へ注力した近年の歴史のなか
では、その存在が軽視されてきた。
その経緯と現状を端的に示す内容
として、大阪大学の谷口教授は、
「1980 年代の後半にデジタル回路
が爆発的に広がり、多くのアナロ
グ回路技術者がデジタル回路の
設計に転向させられた。しかし、
デジタル回路でも最先端の性能
を引き出すには、アナログ回路
設計の知識が必要であることが
わかってきた。若手技術者はア
ナログ回路を設計した経験がほと
んど無い。CMOSのアナログ回路
の設計教育を行っている国内の大
学が極めて少なく、新人にも期待
できない。」５）などと述べている。
　現在、国内にもアナログ技術
に強いメーカーは、少ないながら
存在する。しかし、多くの大手の
企業は、デジタル系の半導体を主
力事業として位置づけて設計開発
や生産技術の重点をシフトしたた
め、これが日本のアナログ半導体
の弱体化につながったとの指摘も
ある６）。
図表３　アナログ回路設計における複雑さ
参考資料３）を基に科学技術動向研究センターで編集
注3：ゲートアレイとは、拡散工程を
完了したマスタ・ウェハーがあらか
じめ用意されているセミカスタムの
IC をいう。
注4：周波数特性とは、回路の入力信
号における周波数を変化させたとき、
出力信号がどのように変化するかの特
性をいう。
■用語説明■
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３‐１
PCから通信への
パラダイムシフト：
アナログ混載SoCの増大
　SoCとは、主にデジタル家電、
携帯電話機、車載用電子機器等に
向け、必要な機能を集積した大規
模な専用LSIのことであり、シリ
コン LSI 上への電子機器システ
ム全体の集積を目指している。例
えばデジタルTVでは、半導体の
コスト構成比率が約 50％を占め、
PC（Personal Computer） と ほ
ぼ並ぶところまでに至っている。
SoCは電子機器全体の小型化、高
性能化、多機能化をはじめ、全体
コストの低減に大きな効果をもた
らす。またパッケージ上のチップ
間接続での電磁波放射という問題
に対しても、複数チップを１チッ
プに収めるSoC化という解決法が
積極的に進められている。こうし
た背景から、SoCの使用は拡大の
一途を辿り、現在、電子機器開発
はSoC開発を意味しているといっ
ても過言ではない７）。
　また、半導体開発での牽引役は、
PC分野から通信分野へ変化しつ
つある。過去20年間、世界の半導体
のほとんどはPC分野での使用に
向けられてきたが、半導体世界市
場売り上げ比率でみると、2000年
には通信分野が初めてPC分野を
上まわった。PC時代の主な半導
体の構成要素はマイクロプロセッ
サとメモリだったが、インターネ
ット時代になるとそれらに加えて
DSP（Digital Signal Processing）
やアナログ機能の重要性が増加し
てきている８）。したがって、SoC
開発においても当然のことながら
通信機能の盛込みが必要になり、
アナログ、デジタル混載SoCへの
要求が増大している。2006年上期
における半導体売上高は対前年比
で+８％と成長した。この中で、
PC用のプロセッサの落ち込みに
対し、携帯電話向け半導体が伸び、
通信へのシフトの動きを裏付けた
形になっている９）。
３‐２
アナログ回路の
SoC開発へのインパクト
　アナログ回路がSoCのなかでデ
ジタル回路と一緒に組み込まれて
くると、アナログ回路領域の設計
がSoC開発に大きな影響を及ぼし
てくる。
　まず、LSI 内での面積へ影響す
る。アナログ回路では、デジタル
回路の様にCMOSの微細化によ
る効果が期待できない。インダク
タやコンデンサなどの受動素子の
特性確保のためには相応の領域を
必要とすること、微弱な信号の増
幅に使う差動型のアンプなどでは
レイアウトの対象性の確保が必要
なこと、ノイズに強いレイアウト
のためにも大きな面積を必要とす
ること、などがその理由である。
　次に、アナログ設計を支援す
る設計自動化（EDA：Electronic 
Design Automation）ツールに関
する影響である。アナログ設計
では、直接、トランジスタや容
量、抵抗等のデバイスをレイア
ウトし、その電気的性能を見積も
って、これを回路シミュレーショ
ンしながら設計を行う。設計の各
工程では、一般的にそれに特化し
たツールを利用して設計データを
完成に近づけていくという原始的
で手間のかかる設計方法がとられ
る 10）。アナログ回路の検証は、従
来 SPICEなどのアナログ回路シ
ミュレータで行われており、デジ
タル回路の検証に比べて多くの処
理時間と検証期間を要している。
また、配線の寄生容量などが回路
特性に影響を及ぼすため、回路設
計とレイアウト設計を何度も繰り
返す必要があり、このことも設計
期間を長期化させる大きな原因に
なっている。
　このようにアナログ回路部分の
開発期間や性能がLSI全体の開発
や製品性に大きく影響する様にな
ってきている。以前は、アナログ
は別LSIだったためにこのような
問題は表面化しなかったが、SoC
化の進展により、大きくクローズ
アップされてきた。
３‐３
今後の製品優位性の確保
　デジタル回路の開発では設計自
動化が進んだため、設計者は実現
すべきLSIの機能を設計記述言語
で記述するだけで所望の回路を実
現できるまでに進化しつつある。
LSI が正しく動作するかの検証に
は努力を要するが、極論すれば、
デジタルだけでは誰でも同じもの
ができてしまうため製品の優位性
を出すことが難しくなる。今後の
製品優位性の確保には、アーキテ
クチャを考案するなど従来とは視
点を変えた工夫が要求される。ア
ナログ技術はデジタルよりも差異
化が可能であり他社は容易にまね
ることができにくい。例えばデジ
タルでは配線パターンを真似れば
ほぼ同じ性能が出るが、アナロ
グの場合には必ずしもそうなら
ない。アナログではそれ以外のノ
ウハウが多いのである 11）。現在、
SoCにアナログ回路がデジタル回
路と共に混載されてきており、製
品の優位性の大きな要素となって
きた。製品の優位性を確保するた
3   いま何故アナログ技術か 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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めにアナログ技術がいっそう重要
な役割を担ってきている。
３‐４
活況を呈する
アナログビジネス
　図表４に世界半導体市場統計
（WSTS）の 2006 年秋季半導体市
場予測を示す。これによると世界
の半導体市場規模は、2006年に前
年比8.5％増、2,468億米ドルの見通
しとなった。2006年の製品別市場
予測は、IC全体で前年比8.0％増の
2,082億米ドルの見込みである。
　このうち、MOS メモリは同
17.3％増の 569 億米ドル、アナロ
グは同 16.1％増の 371 億米ドルと
大きく伸びたが、MOSロジック
は同 3.9％増の 599 億米ドルと微
増で、MOSマイクロは同 0.8％減
の542億米ドルに落ち込むとあり、
全体として、アナログの伸びが
大きく伝えられている。またアナ
ログ技術が多用されるセンサーの
伸びも 19.2％と大きく成長してい
る。2005 年から 2008 年までの成
長率は、アナログ 12.5％、センサ
ー 16.3％と大きい 12）。
　上記予測には、MOSロジック
ではアナ・デジ混載、ディスクリ
ートではアナログ機能などが含ま
れていると考えられるため、実質
のアナログ市場規模は更に大きい
と想定される。今後もアナログ技
術は、フラットパネル、デジタル
TV、超高速ワイヤレス通信、車
載システムやロボットなど、伸長
するヒューマンインターフェイス
に関わる様々な場面に用いられ
る。ユビキタス化によるセンサー
ネットワーク、RFID活用のサー
ビス、コンテキスト・アウェアな
どの新しいビジネス創出の基盤と
もいえる。
図表４　2006 年秋季の世界半導体市場予測
WSTS2006. 10 を基に科学技術動向研究センターにて編集
4   アナログRFを中心とするアナログ技術の研究開発動向 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
学会発表にみられる
アナログ研究の伸び
　図表５は、最先端の半導体
技術の発表が行われる ISSCC
（International Solid-State Circuits 
Conference：国際固体素子回路会
議）でのアナログ関係（アナログ
RFに限らない）の活動状況を概
観している。ISSCCにおける論文
の採択では、提案された回路が実
際に動作したかに重要性がおかれ
ているため、この学会の論文から
実際の技術の動きが捉えられる。
20年前、10年前、そして昨年のア
ナログ関係のセッション数は図表
からも明らかなように増加の一途
を辿っており、その注目度の高さ
が伺える。そして最近の目立った
動きとして無線関係のアプリケー
ションの躍進がある。
４‐２
各国の研究開発動向
盧米国の研究開発動向
　米国にはアナログ技術をベー
スとした優良専業メーカやベンチ
ャー企業が多い。大学では、UC
バークレイ校、UCロスアンジ
ェルス校、スタンフォード大学、
MIT、オレゴン州立大学、カリ
フォルニア工科大学、フロリダ
大学などでアナログ関係の研究が
盛んである。先端的な研究の例と
してUCバークレイ校のWireless 
Research Center での活動でみる
と、2002 年 か ら 60GHz CMOS 
Radio Systems の研究を行ってい
る 13）。大学からは多くのベンチ
ャーが創出されており、UCロス
アンジェルス校発の Broadcom 
Corporation やスタンフォード大
発 の Atheros Communications な
どがその例である。
　既存の企業としては、IBM社
が高周波関係を得意としており、
シリコンゲルマニウムを扱うこと
ができる最先端ファンドリーをも
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ち、高周波関係の回路開発や製造
を行うことができる。テキサス・
インスツルメント社（TI社）はデ
ジタル信号処理（DSP）を主力に
した製品、特に携帯電話関係の
LSI 製品に強く、またＸ線CT診
断装置向けのハイパーフォーマン
スのアナログ製品分野にも進出し
ている。インテル社は、マイクロ
プロセッサ（MPU）を主力とし
ているが、BluetoothやWiMaxな
どの無線規格提案をするなど無線
関係に強い会社でもある。2004年
の汎用アナログ市場規模は半導体
市場全体の約６％を占めるが、そ
の上位５社はTI 社、アナログ・
デバイセズ社、ナショナルセミ
コンダクター社などの米国勢であ
り、これら５社の世界シェアは６
割弱にも達している６）。
　このように米国のアナログ研究
開発は、大学、企業とも非常に強
力である。アナログには限らない
が、米国では20年以上前から産業
界が大学を大きく支援してきてお
り、それが大学の活躍の原動力にな
っている。図表６には、産業界の
半導体関係の大学支援を示してい
る。我が国の支援との差は大きい。
盪欧州の研究開発動向
　欧州も通信や産業用のアナログ
技術（例えばCTスキャンなど）
に強い企業が多い。通信で用い
られている GSM（Global System 
for Mobile Communications 注５）
や ADSL（Asymmetric Digital 
Subscriber Line）などは、欧州企
業が中心になって作られた規格で
ある。アナログ研究を行っている
大学あるいは研究拠点としては、
オ ラ ン ダ の Delft、Eindhoven、
Twente の３つの工科大学、ベ
ルギーの IMEC（Interuniversity 
Microelectronics Center 注６）、KUL
（Katholieke Universiteit Leuven）、
イタリアの Pavia 大学、フィン
図表５　ISSCC でのアナログ関係のセッション数の推移
ISSCC：International Solid-State Circuits Conference                                                                        参考資料 24）を基に科学技術動向研究センターにて編集
図表６　産業界の大学支援
MARCO：Microelectronics Advanced Research Corporation
SRC：Semiconductor Research Corporation
STRAC：譁半導体理工学研究センター 譁半導体理工学研究センター提供
注5：デジタル携帯電話に使われてい
る無線通信方式の一つであり、ヨーロ
ッパやアジアを中心に多くの国で利用
されている。
注 6：IMEC は、欧州の半導体関連
の研究開発コンソーシアムであり、
ベルギーのルーベンに拠点を持つ。
IMEC はインド科学研究所（Indian 
Institute of Science）との間での連
携も積極的である。
■用語説明■
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ランドの Helsinki University of 
Technology、スイスのETHZ（Swiss
Federal Institute of Technologyの
チューリッヒ校）などが挙げられる。
　EUの第６期フレームワーク
に関するプロジェクトの中に産
学官プロジェクトNANOCMOS
があり MINATEC注７） や IMEC
へ資金が投入されているが、
MINATECのワイヤレス端末の研
究ではCMOS RFや再構成可能ハ
ードウェアなどを今後のキーテク
ノロジーと位置づけている 14）。ま
たフランスの LETI（Laboratoire 
d’Electronique de Technologie 
de l’Information）の研究プログ
ラムには先端デバイスとして無線
技術への取組みがあり、RFのフ
ロントエンドのデバイス開発が採
り上げられている 15）。
蘯アジアの研究開発動向
①台湾の研究開発動向
　台湾は 1980 ～ 2000 年を半導
体研究開発の第１次産業展開
（Industrial Evolution）、2001 ～
2020年を第２次産業展開と位置づ
け、第２次産業展開の牽引役とし
て、2001 年に Si‐Soft というプロ
ジェクトを開始して設計重視の戦
略に切り替えた。Si‐Soft の設定
動機には、過去に台湾は労働集
約型から資本集約型への移行が
成功したが、今後は知識集約型
に移行すべきであるという考え
方がある。このプロジェクトの目
標は、新しい設計法、設計環境、製
造から成る強力な産業構造への転
換である。
　SoC開発戦略としては、高付加
価値製品を生み出すための産業力
強化に向けて、NSoC（National 
SoC）プログラムを推進した。
NSoC プログラムのフェーズ１
（2003 ～ 2005 年）では、人材育
成、製品開発、プラットフォーム
整備、IP（Intellectual Property）、
新興産業開発の 5つの計画を推進
した。この結果、台湾の ISSCC
の論文採択数は、2002年の０件か
ら、2003年の３件、2004年の６件、
2005年の 15件、そして 2006年の
18件へと急激に増加した。また、
回路とシステムの国際学会である
ISCASの論文採択数でも 2003 年
の 87 件、2004 年の 106 件、そし
て 2005 年には 202 件と米国に次
ぐ第２位にまで上昇してきた。現
在、NSoCプログラムはフェーズ
２（2006 ～ 2010 年）に入ってお
り、革新的な SoC 製品技術、最
先端の SoC 設計技術、そして最
先端の SoC設計環境の３つの計
画を推進している。３つのタス
クフォースが設定され、そのひと
つに RF and Mixed Signal Circuit 
Designがあり、アナログRF技術
の研究開発が大きく取り扱われて
いる 16）。
　台湾行政府は、LSI 設計に関
する教育や研究に必要な基盤に
対し潤沢な資金を提供してい
る。National Applied Research 
Laboratories（NARL）の下部組織
に National Chip Implementation 
Center（CIC）があり、台湾の大
学や研究機関を資金的に援助し、
設計で使用するEDAの整備や設
計されたLSIの試作活動を支援し
ている。LSI の試作サービスにつ
いては、テストや測定まで含めた
サービスも提供している 17）。
②韓国の研究開発動向
　韓国の大学にも CMOS アナ
ログRFの研究が多く見られる。
1990 年代の初め頃から CDMA
（Code Division Multiple Access）
の研究が盛んになり、1995 年か
らは多くの大学でワイヤレスの
研究が行われるようになり論文
数が増加した。最近は、システ
ムまでを扱った発表が出てきた。
2006 年９月に韓国で開催された
RF Integrated Circuit Technology 
Workshop（毎年開催しており今
年が６回目）から発表内容を見る
と、モバイルコミュニケーション、
自動車とミリ波、WPAN/WLAN、
リコンフィギャラブルRFなどの
セッションが設けられている。全
23件の論文の発表者は、企業10件、
大学９件、残りはその他の研究機
関である 18）。
４‐３
日本の研究開発動向
　図表７は、2006年２月の ISSCC
におけるワイヤレスとアナログ
RF関係の企業と大学からの論文
発表数を示している。日本は他国
に比べて、大学からの発表が非常
に少ない。1992 年から 2001 年ま
での推移を見ても大学単独と大学
との共同による合計の発表件数は
欧米に比べて非常に少ない 20）。
　しかしこれを、日本の大学の問
題と単純に決め付ける事はできな
い。先端アナログ技術を開発する
ことは企業でも非常に容易ではな
く、前記したように、欧米、台湾、
韓国などでは半導体企業や政府
が、この分野を研究する大学を支
援してきた。その結果、UCバー
クレイ校の例の様な先端的な研究
につながっている。
　以下では、我が国で行われて
きたアナログ技術の研究開発動向
を述べるが、これらの成果はまだ
図表７のような数字には表れてい
ない。
注7：MINATEC（マイクロエレクトロニクス・ナノテクノロジーイノベーションセ
ンター）は、CNRS（仏国立科学研究センター）、CEA-LETI（仏原子力庁電子・情報
技術研究所）、INPG（グルノーブル工科大学）、地方政府機関であるAEPI（イーゼル
県投資促進局）が中心となり、マイクロテクノロジーからナノテクノロジーまで広範
な領域の研究開発を行う産学官国際研究拠点を構築するプロジェクトである。
■用語説明■
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盧アナログRF研究会
　（学協会などの活動）
　2004 年２月に、2007 年３月ま
での期間を設定し、シリコンア
ナログRF研究会が発足した。委
員は、我が国の大学、企業を代表
する専門家によって構成されて
おり、設置目的には、「シリコン
LSI においてRF技術がワイヤレ
ス応用、およびデジタルLSI応用
のどちらにおいても重要になって
きた。化合物半導体を中心とした
マイクロ波回路技術のCMOSで
の実現に向けて、大学ならびに関
連の企業をふくめて技術を議論出
来る場としての委員会、研究会を
立ち上げ、この分野の一層の活性
化と関連する国際会議の開催など
に貢献する」とある。研究分野は
アナログRF関係での回路技術、
配線技術、測定技術、モデリング
技術、電磁界シミュレーション技
術などの幅広い領域を対象として
おり、研究会はこれまで 10回開
催されている。
盪STARCによる
　アナログRF教科書の開発
　（産学連携での取り組み）
　国内半導体 11 社が出資して
1996 年に設立した STARC は、
2006年４月から５カ年計画の「あ
すかⅡプログラム」を開始した。
このプロジェクトの中のプログラ
ムに「産学連携による教科書の新
規開発」があり、アナログRF教
科書（基礎編、応用編）の作成
を 2008 年３月末の完成に向けて
行っている。東工大（松澤教授）、
東大／ VDEC（VLSI Design and 
Education Center：大規模集積シ
ステム設計教育センター）（浅田
教授）、東大（藤島助教授）等と
STARCの連携により、実データ
に基づく実用的な教科書作成を目
指している。
蘯大学での教育の例
　複数の大学で各種研究会や講座
が開設されつつあるが 21）、ここで
は東京工業大学での高周波評価技
術の講座を例として採り上げる。
同大学では 2006 年８月から「高
周波計測工学特論」を計測機器会
社と協力して開講している。目的
は、高周波関係の基本的知識を学
生に習得させることである。例え
ば、マイクロ波特有の性質、マイ
クロ波伝送線路、高周波で使用さ
れる各種パラメータ、高周波回路
でのデバイス種類、ノイズ、周波
数スペクトラムなどの各種理解、
測定器の使い方、高周波回路の試
作と測定などを教育する。携帯電
話の変調方式が多様化している高
周波領域の研究へとりかかる場合
には、こうした基本知識の理解が
必須である。この講義はオープン
であり他の大学からの参加も可能
である。
盻地域としての取り組みの例
　地域としての取り組みとして
は、群馬県、福岡県（北九州市）
などの取り組みがある。ここでは
群馬県の例を採り上げる。もとも
と群馬県は製造業が盛んで全国10
位程度である。アナログ集積回路
設計（半導体メーカー）、および
それを用いたエレクトロニクス製
品（エレクトロニクス･メーカー）
の分野で技術力の強い企業がたく
さんある。ここでは群馬大工学部
を核にしてエレクトロニクス分野
での連携が行われている。アナロ
グ集積回路研究会（2003 年 10 月
に設置し技術講演会を主体に活
動）、アナログ関連での産学協同
での人材育成（講座の開設、イン
ターンシップ）、産学連携での共
同研究（全国レベルで推進）など、
企業のOBが中心になり、アナロ
グ技術の教育・伝承・コンサルテ
ィングを目標に中堅技術者の実践
教育が進められている。また、群
馬の複数エレクトロニクス・メー
カーと群馬大工学部が協力し、「群
馬アナログ技術立国構想」とい
うアナログ回路技術の産業及び研
究・教育を強化する活動も行われ
ている。
眈政府での取り組み
　経済産業省の技術戦略マップ
2006における、情報通信分野の技
術マップ「半導体分野の技術ロー
ドマップ」22）では、設計（SoC設
計）シリコンインプリメンテーシ
ョン技術として、①アナログの IP
化、シミュレーションの高速化／
高精度化、アナログ‐DFT（2005
年～ 2007 年）、②アナログ回路の
自動設計、パッケージとの一体設
計（2008 年～ 2014 年）という道
筋が示されている。
図表７　ISSCC2006 でのアナログ関係論文数
参考資料 19）を基に科学技術動向研究センターで編集
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５‐１
技術習得の高度化
　２‐４でアナログ回路設計とデ
ジタル回路設計の違いについて示
し、アナログ技術の習得の難しさ
を述べた。しかし、CMOSの微細化、
高速化に伴って、今後はさらに高
度なアナログ技術が必要になる。
盧幅広い知識習得の必要性
　図表８に無線システム構築に
不可欠な技術分野を示す。この図
表から明らかなように、基礎的な
知識としてのシリコンデバイス物
理、電磁気学、回路を設計するた
めのデジタル信号処理、RF／ア
ナログ／デジタル回路技術、応用
であるシステム化に向けたシリコ
ン無線工学、ワイヤレスシステム
工学など非常に幅広い知識の習得
が必要になる。
　それらに加え、近年の携帯電
話、近距離無線などの様々な無線
システムの存在と周波数帯の広範
囲化へ対応できる知識が必要にな
る。特に、世界市場に向けた製品
開発には、国による周波数帯割当、
変調方式、無線プロトコルの違
い、電源電圧や電源規格の違いな
どを念頭に入れておかねばならな
い 23）。
盪システム的な思考の必要性
　従来のアナログ技術者は、ある
ブロック（回路部分）に関する専
門性があればよかったが、今後の
アナログ技術者は一つ上位レベル
に立って最適化できる様に複数ブ
ロックに渡ってある程度の技術力
が望まれる。更に一歩進めて、全
体の特性向上を目指したアーキテ
クチャまでをも考えられる技術力
も必要になる 24）。日本と諸外国
の技術力の違いについては、「日
本でアナログ回路設計ができると
いってもオペアンプなど要素回路
（パーツ）を作れるというレベル
だが、米国の大学院の学生たちは
パーツはもちろん、パーツを組み
合わせたシステムを作れる。また
アーキテクチャから設計できる力
も持っている」との意見もある。
実際の応用である電子機器の実現
を意識したシステム的な思考を教
育することが必要と考えられる。
蘯実験、実践の場の確保
　アナログ分野は総合力が必要で
あり、経験が生きる分野といえる。
アナログ技術の習得には実践が大
切であり、実践を通して理論と組
み合わせていくことで技術が研鑽
される 25）。企業でも、座学で聞く
だけでなく実験、実践中心の教育
が必須である 26）。そのために、こ
うした実践教育が行える環境の充
実が極めて重要となる。
　SoC開発における「ものづくり」
の概略フローは、図表９に示す
ように設計、チップ試作、チップ
評価と順を追って進む。大学では
VDECの設置により設計段階での
設計自動化ツールやチップ試作環
境は着実に向上してきている。し
かし、試作した先端アナログLSI
を測定する段階で課題が残る。
　デジタル回路の場合には、設計
段階の検証結果が製造後のLSIの
良否に反映される。そのため設計
5   新時代のアナログ技術の課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表８　無線システム構築に不可欠な技術分野
会津大学　束原恒夫教授提供資料を科学技術動向研究センターで編集
図表９　SoC開発における「ものづくり」のフロー
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での検証に力点を置くことで正常
な LSI を得ることができ、デジ
タルLSIの技術は大きく進んでき
た。しかしアナログ回路は製造後
のLSIの正当性の判断に波形を観
測する必要がある。無線関係の回
路では更に高度な測定が要求され
る。しかし、今まではアナログ回
路に関する測定環境の整備は極め
て限られていた。ISSCCなどの論
文採択基準では、回路の実動作結
果を重要視している。VDECに
よって多くの試作ができるように
はなったが、ISSCCでの論文採択
数が伸びない理由としては測定環
境にボトルネックがありそうであ
る。先端の測定機器は高価である
ため一大学では所有が難しく、測
定技術が高度化しており測定の習
得も難しい。また、大学では測定
という人的支援を継続して面倒を
見れる教官も確保できていない現
実もある。
盻再教育の難しさ
　今後必要とされるアナログ技術
は、従来までのアナログ技術とは
違うものである。例えば、旧アナ
ログ技術が、アナログ製品のため
のアナログ技術、TVや VTR向
けの主としてバイポーラで実現さ
れたことに対し、新アナログ技術
は、主としてデジタル製品のため
のアナログ技術、デジタル記録、
通信、ネットワーク向けのCMOS
で実現されるなどである。
　1997 年の ISSCCのパネル討論
のテーマに次のものがある。
「RF Designers are from Mars, 
Analog Designers are from 
Venus」
　すなわち、1977年時点ですでに、
従来のRF／マイクロ波設計者と
アナログ設計者の間には大きな違
いがあることが認識されていた。
従来のRF／マイクロ波回路設計
者は化合物半導体をベースにし
た設計者であり、新時代のアナロ
グ回路設計者はシリコン半導体を
ベースにしたアナログ設計者であ
る。それぞれの所属する学会、話
す言葉も見方も異なっている 27）。
現在は、この２つの世界がCMOS
という同じ土俵の上で融合しつつ
あり、相互の内容を熟知した設計
が必要になっている。
　バイポーラテクノロジーでのア
ナログ技術者をCMOSアナログ
技術へ再教育しようとしても、現
実的にはなかなか険しいものが
ある。双方のテクノロジーの違い
による回路の構成法が大きく異な
るからである。バイポーラ回路を
CMOS回路に置き換えるだけで
は、ばらつきやノイズで問題を起
こす。CMOS回路特有の回路構成
の理解が必要になるため、古いア
ナログ技術で育った技術者は、新
しいアナログのセンスについて来
られない場合が多い 28）。
５‐２
半導体微細化による
新課題への対応
　図表２の例（受信回路）で説明
すると、ベースバンド側からフロ
ントエンド側に向かってシリコン
半導体化が、そしてCMOS化の
波が押し寄せてきている。かつて
は、アナログLSIは化合物半導体
やバイポーラ技術を用い、デジタ
ルLSIとは別々に製造され、プリ
ント基板上に実装することで、所
望の回路機能を実現していた。シ
リコン半導体に関して言うと、性
能の観点からアナログ回路はバ
イポーラで実現するものであり
MOS（Metal Oxide Semiconductor
（CMOSもその一つ））は性能が
劣るから使えない、と認識されて
いた時期があった。しかし、シリ
コン半導体の微細化により、RF
回路部をCMOS技術で構成して
も、受信感度を旧世代のバイポー
ラ並みまでに高められるようにな
り、携帯電話で必要とする特性が得
られるようになった。それとともに
CMOSの製造コスト低下への努力に
よって、アナ・デジ混載のSoCが
盛んに設計・製造されるようになっ
てきた。すでに、携帯電話の変調方
式によっては、全てがCMOSで構
成されているものもある。
　シリコン半導体の微細化は、既
にテクノロジーノード（ノード：
最小配線ピッチの 1/2）で 65nm
の時代を迎えようとしている。微
細化に伴う問題として消費電力の
増加があるが、その対策として電
源電圧を下げる工夫も進められて
いる。そして今や電源電圧は１V
（ボルト）以下になろうとしている。
しかし、アナ・デジ混載のSoCに
おいてアナログ回路部分はデジタ
ル回路部分に比べ電源電圧を下げ
ることが難しい。そのため、これ
以上のSoC化が難しくなりつつあ
り、再度、アナログ部分を別チッ
プ化する方法も含めて解決策が検
討されている。CMOSプロセスの
微細化に伴って、アナログ回路設
計の難易度が飛躍的に高まってき
ており、さらなる研究開発が必要
になっている。
５‐３
デジタル回路の高速化に
必要なアナログ的思考
　現在、電波の搬送波の周波数は
数 GHz 帯域を扱い、そして LSI
内の信号伝搬速度も数GHzが実
現され、更に高速の動作を目指し
た開発も進められている。回路図
に描かれている素子間の接続は低
周波領域では抵抗値が無い配線と
見なせるが、高周波領域では大き
な抵抗として作用する。また高周
波領域では、二本の平行な導体で、
回路図に描かれていない寄生素子
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（個々の導体の抵抗や、導体間に
発生する浮遊容量、寄生インダク
タンス、相互インダクタンスなど）
の影響が無視できなくなる。ここ
では、「分布定数回路」注８）とい
う考え方が必要になる。高周波化
に伴って見えてくる事象例を示す
と次の通りである 29）。
① 信号ひずみや遅延の発生によ
り、タイミングエラーや誤動作
が引き起こされる
② デジタル信号もアナログ信号
と同様に信号波形の品質が問わ
れ、アナログ的な解析が必要に
なる
③電磁波が発生しやすくなる
④ 周波数が高くなればなるほど、
線間距離が狭いほど、また並行
配線の長さが長いほどクロスト
ーク（信号の漏れ）が大きくなる
⑤ 導体の表面にしか電流が流れな
い表皮効果が現れ、高周波抵抗
は何桁も高くなる
　すなわち、これまでチップ間信
号伝送で起こっていた問題が、チ
ップ内でも発生することになり、
これらの事象を考慮に入れた設計
が必要になっている。したがって、
デジタルといえどもアナログ的思
考がないと設計が不可能な事態が
現れてきている。
　現在、デジタルLSIの設計では、
DFM（Design for Manufacturability）
が大きな課題となっている。高周
波動作時の電気的な振る舞いに起
因する諸問題の発生であり、その
解決にアナログ技術の理解が必要
になっている。 
５‐４
未整備な設計自動化ツール
　アナログRFの設計での典型的
なEDAツールの内容を米国のベ
ンダーが提供している機能として
示すと、システム・回路図入力、
線形シミュレータ、ハーモニック
バランス、HSPICEシミュレータ、
EMシミュレータ、対話型レイ
アウト、配置配線、対話型DRC
（Design Rule Check）、寄生素子
抽出などである。アナログ回路設
計の設計自動化ツールは検証や対
話設計が中心であり、自動化が進
んだデジタル回路の設計とは大い
に異なっている。
　検証における今後の課題とし
て、まず回路のモデル化が挙げら
れる。微細化に伴い、回路のモデ
ルは、従来の手法では実際の特性
を正確に表すことができない状況
になっている。また従来はパッケ
ージの開発段階で必要だった高周
波環境のシミュレーションをLSI
の設計の中で行うことが必要にな
ってきている。新しい変化に応じ
て、新しいツールの整備拡充が必
要になる。
6   アナログ技術力の向上策 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　過去、デジタル製品が大きく
伸びる中で産業界はデジタル回
路設計者を大量に要求し、ASIC
（Application Specific Integrated 
Circuits）に代表されるようなデ
ジタル LSI 設計技術者を養成し
てきた。大学でもVDEC（VLSI 
Design and Education Center）が
設立され、デジタル回路の設計者
支援が充実した。しかし今、デジ
タル回路だけでは製品の優位性、
付加価値の確保が難しい時代にな
ってきた。また高速なデジタル回
路の実現のためにも、新しい意味
でアナログ技術は重要な役割を演
じはじめている。今後の我が国の
半導体の付加価値の向上、すなわ
ち質の向上に対して、アナログ技
術が大きく貢献することは間違い
ない。以下では、半導体の質の向
上を視点としたアナログ技術力の
向上策について述べていきたい。
６‐１
教育と研究の強化
（産学に向けた提言）
盧新アナログ技術の認識
　半導体設計において、付加価
値が、アーキテクチャや知財など
の上流か、もしくは物理レベルで
高度な課題を解決する下流に分か
れてきている。時間と工数だけを
問題とする中間的な仕事は次第に
付加価値を失ってきている。グロ
ーバルな競争に勝つためには、付
加価値の高い（または、高くす
る）仕事ができる人材が必要であ
る。付加価値の源泉の一つはアナ
ログ技術にあるが、この強化の第
一歩は、現在必要とされているア
ナログ技術は今までのアナログ技
術とは違うことを認識することで
ある。産業界でもこのことに気づ
いている経営幹部はまだまだ少な
く、再教育の必要性があまり認識
されていない。次に、この認識が
成された上で新たな人材開発とと
注8　分布定数回路 :抵抗、容量やインダクタンス（コイル）などの回路素子が空
間のある一点に集中しているとして回路設計を行える一般の電気回路（集中定数回路
という）とは異なり、回路素子が空間的に分離できず全体的に分布していると考える。
この場合には、伝送線路の長さと波長の関係や、伝送線路相互間の結合の有無などを
十分把握し、各部分のレイアウトも考慮した設計が要求される。
■用語説明■
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もに技術者の再教育のためのプロ
グラムを確立することである。こ
のためには産学が一体となって
教育プログラムや教材作成の増強
に取り組むことが必要である。こ
れに関する動きとして、前記した
STARCのアナログRF教科書作
りがある。
盪教育対象者に応じた教育の実施
　人材育成では、裾野の拡大とト
ップクラスの育成を分けて推進す
べきである。
　裾野を広げるための人材教育で
は、まずはより多くの研究者、技
術者候補に対して、基礎的な知識
の取得だけでなく実験・実習を通
じて、理解を深める機会を与える
ことである。基礎から応用までの
幅広い教育が必要になるが、大学
ではまず基礎教育の徹底が必要で
ある。そのうえで大学においても
開発ターゲットを設定し、それに
向けた要素技術、システム化の研
究・開発が必要である。こうした
教育を進めていく上で、大学と産
業界との積極的な連携は重要であ
る。産業界とともに最新SoC開発
の現場での課題をいかに解決する
かを研究する中で先端的なアイデ
アと実現法が磨かれるからである。
　より大きな問題はトップクラス
人材の育成である。一つの専門分
野だけでなく幾つかの技術分野や
経営に必要な知識や経験を積ませ
る必要があるため、一般的な教育
プログラムを作成することは困難
である。しかしながらこれを怠る
と、将来的に日本全体の優位性を
喪失することになる。今後、産学
で連携して論議を深めていく必要
があろう。
蘯デジタル技術者へのアナログ
　技術の教育
　５‐３で述べたようにデジタル
回路の高速化にもアナログ的思考
が益々重要になろう。今までの設
計自動化ツールに依存しているだ
けでは既に開発が難しい段階に入
っている。発生する設計課題を完
全自動で解決するほどツールは完
璧ではなく、電気的な特性の理解
に精通した設計者の入る部分が多
分にある。デジタル技術者にアナ
ログの基礎技術を身につけさせる
ことで、アナログとデジタル技術
を共に理解した人材を育成し、我
が国の半導体の付加価値、質の向
上を図るべきである。
盻大学の研究への期待
　アナログ技術領域は、設備の優
劣ではなく、研究者や技術者の能
力で勝負する世界である。世界ト
ップクラスのアナログ集積回路国
際学会では、欧米の大学から多く
の傑出した発表がでている 30）。ま
た諸外国では大学発のベンチャー
も成功している。理論と実践の組
合せにより、技術の習得はもちろ
ん、それを発展させる研究スタイ
ルや問題への取り組み方をつかむ
ことが必要であり、大学が大いに
活躍できる領域である。そして今、
日本でも、企業での高度な専門知
識を有する技術者が大学に移籍し
てきており、実際の開発経験に基
づいた先端技術研究への下地も整
いつつある。
６‐２
ノウハウの
設計自動化ツール化
（大学に向けた提言）
　ノウハウの設計自動化ツール化
は、研究成果の具体的な資産化で
ある。これらのツールは、大学で
の研究開発の現場や産業界での具
体的な開発現場での使用を通して
向上させ、このプロセスを人材育
成にもつなげるべきである。設計
自動化ツールの開発は高価な製造
設備は不要であり、アイデアで勝
負できる領域である。先端的な設
計自動化ツールの開発は、まず理
論から入らなければならない。こ
の意味からも大学でのアクティビ
ティに向く研究開発領域であり、
大学での積極的な取り組みを期待
したい。SPICEシミュレータも米
国の大学から生まれたツールであ
る。以下では、特に期待する具体
的アウトプットを示す。
盧高周波環境のシミュレータの
　研究開発
　LSI は高速動作の追求により、
従来のパッケージ、ボードレベル
の実装設計に近い設計レベルを要
求してきている。アナログ回路の
設計技術力を強化するために、高
精度で高速なシミュレータの開発
を期待したい。
盪最先端モデリング手法の研究開発
　LSI 設計における回路シミュレ
ーションではトランジスタモデ
ルが如何に高精度に現実の電気
的特性を表現できるかが鍵にな
る。従来モデルでは回路のモデル
が実際の LSI の測定結果と一致
しなくなりつつあり、90nm以降
の微細化プロセスへの対応で限界
が見えてきている。広島大学では
HiSIMという次世代MOSFETモ
デルを研究開発し、CMC（Compact 
Model Council）における次世代
標準MOSFETモデル選定におい
て最終選考候補に残り、その優秀
さが世界的に認知された 31）。こう
したモデルの研究開発は、今後、
大学での一層の研究開発を期待し
たい。
蘯デジタル技術者へのアナログ的
　設計支援の研究開発
　デジタル回路の設計自動化ツ
ールは高度化しているが、アナロ
グ的思考が必要な回路設計の整備
は未だ不十分な状態である。解析
ツールを始めとした支援ツールの
研究開発をいち早く進めることで
LSI 製品の優位性が確保できるで
あろう。そしてアナログとデジタ
ルの融合領域で活躍できる技術者
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層を厚くできる。この領域の研究
も大学に期待したい。
６‐３
測定環境の充実
（産官学に向けた提言）
　測定環境の向上への対応策とし
て、大学、企業の技術者が共用で
きる測定環境と支援（これを測定
サービスと呼ぶ）を提供するセン
ターの設置を提言したい。このこ
とで測定がボトルネックになって
いる問題を解消し、図表９で示し
た実践の効果を生かすフィードバ
ックを効果的に回すべきである。
継続した運用のためには、新しい
測定器の充当とともに、それら設
備のサポート、保守、講習などの
人的支援が伴われるべきである。
この測定サービスは大学、企業を
問わず開かれた形態で提供される
ことが必要である。ここでは、評
価技術講座のような基礎教育も合
わせて拡充すべきである。すでに
政府や地方自治体の資金によりア
ナ・デジ混載SoCに向けた測定器
が配備されている大学では、オー
プン化と人的支援の拡充が必要で
ある。測定センター機能をもつ拠
点を複数地域の大学（または研究
拠点）に設け、日本全体としての
底上げを図るべきである。ここで
はアナログ技術者をはじめ先端的
なLSI開発技術者が集い、互いの
コミュニケーションにより人材育
成ができる場が期待できる。
7   おわりに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　本稿では、今後のユビキタス
化に重要な役割を演じるワイヤレ
ス通信の基盤であり、また新時代
のアナログ技術が必要とされる、
CMOS アナログ RF の SoC を中
心にして、アナログ技術の動向
と人材育成の重要性について述べ
た。今後の改善のために、教育の
強化、ノウハウの設計自動化ツー
ル化、そして実践の場作りとして
の測定環境の充実が求められる。
　デジタル回路でも、スーパーコ
ンピュータ、デジタル家電、自動
車用LSI 等での最先端の高速LSI
開発は限界への挑戦が余儀なくさ
れており、アナログ技術が果たす
役割は益々重要になっていくであ
ろう。本稿では触れなかったが、
電源回路も技術的および産業的に
重要なアナログ技術領域であり、
今後も研究開発が必要とされる。
アナログ技術領域は、我が国の半
導体製品の「質の向上」を期待で
きる領域であり、今後、一層の強
化が必要であると考えられる。
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科学技術動向研究
高純度シリコン原料技術の開発動向
̶太陽電池用シリコンの革新的製造プロセスへの期待̶
 河本　　洋 奥和田　久美
ナノテクノロジー・材料ユニット
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　太陽光エネルギーは、世界の一
次エネルギーの多くの部分を賄い
うる可能性を有しており、化石燃
料代替としてのクリーンエネルギ
ーのひとつとして期待されてきた
が、これまではシステムの経済性
が普及拡大の大きな障害となって
いた。しかし、化石燃料の可採掘
年数が有限で高価格化傾向にある
ことや世界的に環境負荷を低減す
るシステムの導入が推進されてい
る背景１）から、太陽光発電の重要
性は年毎に増している。過去 10
年間、全世界の太陽電池システム
の年間生産量は 30～ 35％を超え
る勢いで増加し、2005年には発電
容量で約1.7GWに達した２）。その
結果、現在、高純度シリコン原料
の供給不足が生じている。今後は
これまで以上に高い伸び率で、太
陽電池システムの導入拡大が予想
されている３）。
　現時点での太陽光発電エネルギ
ーは化石燃料によるエネルギーと
比較して、数倍も高価である。設
置費用のうちで太陽電池セル価格
の占める割合は年々増加し４）、費
用の 50％以上を占める太陽電池
セルの低コスト化は太陽光エネル
ギーの利用拡大に不可欠と言われ
てきた。セルに占めるシリコン原
料のコストは約20％と言われてお
り、原料不足に起因するセル価格
の上昇を防止することは大きな課
題である。
　「第３期科学技術基本計画」に
おけるナノテクノロジー・材料分
野の研究開発課題でも、太陽電池
などにおいて革新的材料を開発し
て飛躍的に発電効率を上げること
によるエネルギー利用の大幅な高
効率化を目指すとされている。材
料の実用化プロセス技術を開発す
るために、ナノスケールにおいて
材料の組織、構造、界面を制御す
る技術を確立することも掲げられ
ている５）。また、ナノエレクトロ
ニクス領域では、10年後までの半
導体などのデバイス技術は、シリ
コンを中心とした技術のさらなる
高機能化を実現することが、急速
な情報化社会の進展の鍵であると
されている。
　本稿では、太陽電池用シリコン
の背景と開発動向を紹介し、高純
度シリコンの供給状況や、高純度
化プロセス技術の現状について述
べる。また、シリコン原料不足に
対する対応策としての原料製造プ
ロセス技術の開発状況を紹介し、
今後期待される材料科学的解明あ
るいは革新的なプロセス技術開発
の可能性とその推進組織について
提言したい。
2   多結晶シリコン系太陽電池が注目される理由 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
太陽光発電の急速な拡大
　環境問題を重要視する欧州をは
じめ、世界的に太陽光発電の普及
が急速に進んでいる１、６、７）。米国
においてはエネルギー安全保障な
どの観点からも太陽光発電を重視
する傾向が見られる。2004年度に
は世界の太陽電池システムの発電
量が 1.2GWに達し、さらに 2005
年には 1.7GWに達したと予想さ
れており、普及率では現在はドイ
ツが世界のトップになっている。
ドイツでは「再生可能エネルギー
法」と「10万軒の屋根計画」に基
づき、従来の３～４倍のコストで
買電する補助金制度によって太陽
光発電ブームが喚起されたためで
ある１、８）。
　2004 年の世界の太陽電池シス
テムの総生産量は前年比伸び率
で約 60％と大幅に伸長した。シ
ステムの国別生産量は日本では
0.6GW、欧州では 0.3GW、米国で
は 0.14GWであり、日本と欧州の
伸びが顕著になっている９）。欧州
再生可能エネルギー委員会によ
る Renewable Energy Scenario to 
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2040では、世界の総発電量に占め
る太陽光発電の割合は、2010年に
0.1％、2020 年に 1.1％、2030 年に
8.3％に拡大すると予測されてい
る３）。
　図表１に、C新エネルギー・産
業技術総合開発機構（NEDO）が
作成した、世界の太陽電池モジュ
ールの生産実績および予測と発電
コストの視点からの太陽光発電ロ
ードマップを示す２、10、11）。ここで
は、2030 年までに累積導入量を
100GW、全電力に占める太陽光発
電量を10％と想定している。
　現在の太陽電池モジュール市場
の約 95％はシリコンを原料とす
る太陽電池で占められており、そ
のうち、約 60％はバルク結晶シ
リコンとばれる多結晶シリコン、
約 30％は単結晶シリコンを用い
た太陽電池である９、12）。ここ３年
間はほぼ同程度のシェアで市場は
推移しており、当分の間はこの傾
向が続くと予想されている。太陽
光発電システムの普及拡大のため
には、太陽光発電システムのコス
トの約 60％を占める太陽電池モ
ジュールのコストを低減する必要
があり、そのためには、モジュー
ルのコストの約20％を占めるシリ
コン原料のコストを低減すること
が課題となっている。モジュール
製造コストを大幅に低減する技術
開発が重要課題になっており、シ
リコン原料の安定供給も重要であ
る。しかし、今の状況の延長では、
シリコン原料のコスト低減どころ
か、シリコンの供給不足が太陽電
池の普及を制限することになると
推測される。
２‐２
各種太陽電池の材料別の
発電効率と課題
　太陽電池を材料で分類すると、
シリコン系、化合物半導体系、有
機系に大別できる。図表２に各種
太陽電池モジュールの変換効率と
主な特徴または課題を一覧し、そ
れぞれの技術の現状を以下に要約
する９、10、13）。
図表１　 世界の太陽電池モジュールの生産実績及び今後の予測と発電コストの視
点からの太陽光発電ロードマップ
C新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）による
参考文献２、10、11）を基に科学技術動向研究センターで再構成
図表２　各種太陽電池モジュールの変換効率と特徴または課題
代表的種類 生産量（2003年）
発電効率（モジュール、％）
主な特徴または課題
現状 2030年目標（NEDO）
シリコン系
バルク型
多結晶 61 13～ 17 22 蘆大量生産向きの豊富な使用実績
単結晶 27 16～ 18 ― 蘆高い変換効率
リボン 1 16 ― 蘆スライス工程不要
薄膜型
（アモルファス、結晶）
4 7～ 12 ―
蘆低温、大面積、多層製膜が可能
蘆低コスト化の可能性保持
化合物
半導体系
単結晶型（GaAs系） ― 30～ 40 ―
蘆高い変換効率を有するが高コスト
蘆環境負荷物質を含む
多結晶型
（CIGS、CdTe）
1 13 18
蘆  In 資源の確保と消費量削減または Inの代替元素探
索が必要
蘆システムの信頼性の向上が必要
有機系
色素増感型 ― 6 15 蘆真空および高温プロセスが不要
蘆低コスト化の可能性保持
蘆研究開発段階有機薄膜型 ― 4 ―
※ リボンとは、シリコン融液から表面張力を利用して直接シリコン薄板を製造したものを指す（ストリングリボン法）。厚さは 100nmから数
百μm程度。                                                                                                                                   参考文献９、10、13）を基に科学技術動向研究センターで再構成
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盧バルク型シリコン系
　シリコン系太陽電池は、シリコ
ン（Si）の結晶の状態やデバイス
構造によって、バルク型、薄膜型、
単結晶型、多結晶型などに分類さ
れる。これらの中で現在の生産量
の大部分を占めているのはバルク
型シリコン系太陽電池であり、当
面、この状況が続くと予想されて
いる。単結晶型では 16 ～ 18％、
多結晶型では 13～ 17％の発電効
率が得られている。
　太陽電池用のシリコンは、高純
度とは言っても半導体グレードに
比べれば数桁低い純度の材料で形
成されているため、従来は半導体
用のオフグレード品などが使われ
てきた。しかし、太陽電池には半
導体チップに比べて大量のシリコ
ンが必要であり、最近の急激な需
要増加に対応するため、当初から
太陽電池グレードを目指したシ
リコンの生産が増加しつつある。
また、シリコン需要の拡大に対応
するため、低コスト原料製造プロ
セスの開発も注目されている。特
に量を必要とするバルク型太陽電
池では、モジュールコストに占め
る材料費の割合が高く、原料を少
しでも節約するために、結晶を薄
型にすること（100μmから 50μm
へ）やスライス加工時の切削屑低
減を目指した技術開発も進められ
ている。
盪薄膜型シリコン系
　薄膜型の太陽電池は、基板上に
薄膜のシリコンを体積させたもの
である。原料消費量が少なくてす
むため、将来的には大量生産向き
の低コスト太陽電池と位置づけら
れている。しかし、結晶質のシリ
コンの薄膜を形成した場合でも、
現状技術では発電効率がバルク型
シリコンに比べてかなり低い。薄
膜がアモルファス（非晶質）の場
合には、低温で形成でき基板の選
択が広がるが、発電効率はさらに
低く７～10％である。したがって、
これらの太陽電池で発電コストを
低減するには、発電効率の向上が
重要な鍵となっている。発電効率
が向上していけば、原料消費量の
メリットから、薄膜系も主流にな
っていく可能性はある。
蘯化合物半導体系および有機系
　化合物半導体系および有機系太
陽電池は、次世代の太陽電池とし
て期待されて、研究開発が進めら
れ、一部、実用化もされている。
しかし、これらがシリコン系に代
わって主流になることは当面考え
られない。
　化合物半導体は理論上ではシリ
コンより高効率発電が可能である
と考えられて、研究開発が進めら
れている。例えば、CIGS（Cu-In-
Ga-Se）化合物薄膜系太陽電池では、
多結晶薄膜材料で13％を超える効
率が達成されていること、バンド
ギャップを組成によって変化させ
ることができることなどの利点を
有する。しかし、インジウム（In）
は希少であるなど原材料供給とコ
ストの課題が、基本的には解決で
きない。GaAs化合物薄膜系太陽
電池も開発されているが、原材料
の供給とともに、砒素（As）の大
量使用は、将来、環境面で問題を
抱える懸念がある。現在は、これ
らの化合物半導体系太陽電池も増
産されている状況ではあるが、い
ずれは特殊用途を目指すことにな
ると考えられる。
　原材料コストが圧倒的に低い有
機系は、高効率発電は狙えないが、
低コストの太陽電池として、ある
いはウェアラブルなどの応用が期
待されている。有機色素増感型太
陽電池では10％を超える発電効率
が報告されており、将来の低コス
ト太陽電池としての期待が高い。
しかし、今のところは、屋外での
モジュール効率、安定性、寿命、
信頼性などが課題となって実用化
は進んでいない。
　また、量子ドットによるシング
ル接合を基本としない太陽電池は、
理論上では60％もの圧倒的に高効
率の発電を目指せると考えられ、ナ
ノテクノロジーの分野では注目研
究のひとつである。しかし、研究
が始まったばかりの段階である。
２‐３
シリコン系太陽電池の
発電性能と不純物濃度の関係
　太陽電池用シリコン（純度
99.99999％）は半導体グレード（純
度 99.999999999％）に比べれば純
度が低いが、太陽電池の発電効率
はシリコン原料に含まれる不純物
量により大きく影響する。むしろ
太陽電池用シリコンでは、効率と
コストの兼ね合いで、どこまで不
純物量を許容できるかを見極める
必要がある。シリコン原料の不純
物量の許容指針は、セルおよびモ
ジュール作製プロセスとの関連性
から、原料メーカーごとに異なっ
ているのが現状である。
　図表３に単結晶シリコン系太陽
電池の性能に及ぼす各種不純物の
影響と各種シリコン原材料中の不
純物濃度を示す 14～ 16）。鉄、アル
ミニウム、チタンなど多くの金属
不純物量が ppmオーダー以下で
発電性能に敏感に影響を及ぼすた
め、それらの量の限界値を把握す
ることが重要である。不純物は結
晶粒界や結晶欠陥と複雑に絡み合
って電気的特性を決めていると考
えられている。しかし、結晶粒界
や結晶内に存在する不純物の挙動
が電池特性へ及ぼす影響について
は、必ずしも十分に解明されてい
るとは言えない 17）。高効率で低コ
ストのシリコン系太陽電池を実現
するためには、これらを明らかに
することが必要である。
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　最近の太陽電池生産量の大幅な
増加に伴い、主原料である高純度
シリコンの需要が急激に伸びてお
り、現在は高純度シリコンの不足
が顕在化している。これには、か
つて半導体用の高純度シリコンの
不足に直面した際に、各原料メー
カーが製造設備を増設して過剰な
設備を抱えたという経緯があった
ため、現在も各メーカーは設備増
強に対して慎重であることが影響
している。シリコン系太陽電池の
事業は、シリコン原料、インゴッ
トおよびウェハ、セル、モジュール、
システムの５業種から構成されて
いるが、後工程になるほど生産能
力規模が大きいという生産能力の
アンバランスがある。また、後工
程と比較して前工程のほうが同一
の生産能力に対する設備投資が高
額になること、設備の建設から稼
働までに長期間を要することなど
も、現在のシリコン原料不足の要
因になっていると考えられる 18）。
　高純度シリコンの世界総供給量
の試算を図表４に示す２、18、19）。こ
の図では 2005 年までの年生産量
は実績（または実績予想値）であ
り、一方、2006年以降の年生産量
は太陽電池用および半導体用シリ
コン需要の伸びを仮定して算出し
ている。当面、半導体用シリコン
の需要の伸びは平均年率７％、太
陽電池用シリコンの需要の伸びは
年率 30～ 35％になると予測され
ている。この図によれば、2007年
には太陽電池用シリコンの生産量
が半導体用を上回ることになる。
太陽電池用シリコンの原料供給メ
ーカーは、現在、世界で10社（日
本、米国、ドイツ）があり、上位
４社は半導体ウェハのメーカーで
図表３　 単結晶シリコン系太陽電池の性能に及ぼす各種不純物の影響と各
種シリコン原材料中の不純物濃度
参考文献 14～ 16）より転載
3   高純度シリコンの需要予測蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表４　高純度シリコン原料の世界総需要予測
参考文献２、18、19）の資料を再構成し、成長率を仮定して年生産量を算
出した
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もある。今後２年程度は、これら
10社合計でも原料供給は確実に不
足する。さらに今後数年間は、半
導体用と太陽電池用の総需要が全
世界の高純度シリコンの生産能力
を上回り続ける可能性が強く、シ
リコン不足が太陽電池普及の足か
せになることが懸念されている。
　数年後には世界の需給バランス
は安定する方向に向かうと思われ
るが、その時には業界の状況は一
変している可能性がある。日本は
これまで半導体用シリコンで優位
を占めてきたが、今後、高純度シ
リコンの総需要から考えれば、半
導体用は特殊品となっていく。太
陽電池用が主な用途となっていく
なかで、太陽電池用シリコンでも
日本が優位に立てるかどうかはわ
からない。
4   太陽電池用シリコンの高純度化プロセス技術 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
シリコン原料製造プロセス
技術の開発状況
　図表５に太陽電池用シリコンの
高純度化プロセス技術を、開発途
上の製造プロセス技術も含めて示
す 19、20）。この図には各プロセス技
術に関する国内の特許出願状況も
合わせて示している。
　シリコン原料の高純度化プロセ
ス技術を大別すると化学的方法と
冶金学的方法があり、現状の原料
製造プロセスの主流は化学的方法
で、トリクロロシラン（SiCl3）の
精製繰り返しプロセス（シーメン
ス法）である。これは、珪砂（シ
リカ：SiO2）を還元して低純度シ
リコンを作ることから始まり、シ
リコンを塩酸と反応させてトリ
クロロシランと呼ばれる液体を得
て、蒸留と精製により不純物を除
去して高純度に精製したトリクロ
ロシランと水素とを高温下で反応
させて高純度シリコンを析出させ
る方法である。この精製過程では多
量の電力エネルギーを必要とする。
４‐２
シリコン原料不足に対する
対応策の方向性
　太陽電池用の高純度シリコンの
不足に対する対応策としては、図
表６に示すように、当面の方向と
しては従来のセル技術が踏襲され
ることが前提になっているため、
設備の増強とともに、新たな製造
プロセス技術を開発および導入し
て生産量を増大する努力が精力的
に行われていく。長期的には、新
構造のセル技術によって高効率を
目指す開発も同時に進められる。
大きな方針としては、使用量の削
減対策と原料の増産対策の２つの
方向性がある。
盧シリコンの使用量低減
　材料技術の見直しによる発電
効率の向上と新構造のセル技術
によって、発電量当たりのシリコ
ン使用量を少しでも低減しようと
する方法に対して、今後は従来以
上の注力がなされていくようにな
る。前述したように、シリコン使
用量低減の面からは単結晶や薄膜
状でシリコンを用いることが望ま
しいが、コストは高くなる。その
ほかには、例えば、溶融シリコン
図表５　太陽電池用シリコン原料の高純度化プロセス技術と特許出願状況
基本アプローチ 特徴（２次原料媒体） 製造プロセス 特許出願件数（1996/1 ～ 2006/3） 代表的企業 開発状況
冶金学的
アプローチ
蘆単純な工程
蘆安価
溶融シリコン精製法 25
JFEスチール
新日鉄
Elkem Solar
Crystal Systems
Dow Corning 蘆 基礎技術確立
蘆 大型技術実証段階
化学的
アプローチ
蘆複雑な工程
蘆高純度
SiHCl3
改良シーメンス法 1
Hemlock
Wacker
VLD法 ― トクヤマ
流動床法 ― Wacker
―SiH4
流動床法
―
REC
シリコンチューブ内法 Joint Solar
SiCl4 亜鉛還元法 10 チッソ
※VLD（Vapor to Liquid Deposition）法：シリコン融液析出方法
　 国内特許検索は特許庁の検索システムで行い、「シリコン」、「高純度」、「太陽電池」のキーワードで 1996年からの出願総計 65件を抽出し、
冶金学的および化学的アプローチによる高純度化プロセス技術に関するものを36件選択した。なお、特許出願人と代表的企業名は必ずしも
一致しない。                                                                                                                                  参考文献 19、20）を基にして科学技術動向研究センターで作成
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から球状シリコンを作製し、この
球状シリコンと反射鏡兼電極とを
組み合わせた新構造セルを採用し
てシリコン使用量を大幅に低減す
るセル技術の開発が進められてい
る 21、22）。さらに、単結晶を用いた
両面受光型セルを用いて発電出力
を増大させる開発例もある 23）。
　また、新しい加工方法の開発に
より、加工プロセスの工程での原
料の無駄を減らすことでの使用量
削減も試みられている 18）。シリコ
ン・インゴットの加工の際、細い
ワイヤの使用によってウェハを薄
型化して、シリコン原料の使用量
を少なくする製法、シリコン融液
の表面張力を利用して、原料から
直接的にシリコンのリボン状ウェ
ハにする製法などの開発がなされ
ている。その他に、フィルム・フ
ォーミングという方法でウェハ化
する方法も開発されている。
盪 原料製造プロセスの改良および
新開発によるシリコン原料の増産
　現在用いられている製造プロセ
スの主流であるシーメンス法の改
良としては、トリクロロシランの
精製効率を上げて精製の繰り返し
数を少なくする方法で時間当たり
の生産量を増やす試みや、最終的
な高純度シリコンの析出効率を向
上させる努力がなされている。し
かし、シーメンス法は過去約 30
年用いられてきた方法で、その間
にも多くの改良は行なわれてきて
おり、今後、この方法において画
期的に精製効率が上がることは期
待しにくい。
　新たな製造プロセスの候補と
し て は、VLD（Vapor to Liquid 
Deposition）法や溶融シリコン精
製法がある。VLD法は、トリク
ロロシランを水素と共に 1,500℃
に過熱したグラファイト筒に注入
し、析出したシリコンの融液を連
続的に得る方法であり、従来のシ
ーメンス法に比べてシリコンの析
出速度が速く、高効率でのシリコ
ン原料製造が可能となると考えら
れている 17、19）。
　一方、溶融シリコン精製法は、
冶金学的アプローチを応用してシ
リコンの不純物濃度を低くすると
いう金属精錬技術を用いる方法で
ある。半導体用には用いられない
技術であるが、太陽電池グレード
であれば適用の可能性がある。従
来とは違った分野でのアプロー
チであるため異業種の参入も考え
られるだけでなく、化学的アプ
ローチに比べると小規模の設備
（100ton 程度）でも作製できると
いう利点を有する。NEDOプロジ
ェクトで開発された技術として、
純度99％の金属シリコンを出発原
料として、原料に含有される不純
物元素を除去して太陽電池用の高
純度シリコンを製造する冶金学的
製造プロセスがある。この方法で
は、凝固精製を２回行い、第１工
程では高真空下で黒鉛容器を用い
てリンを除去した後、鉄、アルミ
ニウム、チタンなどの１回目の凝
固精製を行う。得られたインゴッ
トの不純物濃縮部を切断除去後、
破砕および洗浄を行い、第２工程
ではプラズマ溶解炉でホウ素、リ
ンを水蒸気添加で酸化除去して、
鉄、アルミニウム、チタンなどの
第２回目の凝固仕上げ精製を行
う17、20、21）。
図表６　多結晶シリコン原料の不足に対する対応策
5   シリコン原料の高純度化に関して今後期待される材料科学技術 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　図表７に、シリコンに含有さ
れる不純物の挙動解明へ向けた
ナノスケールでのアプローチに関
して、今後の可能性を示す。原料
であるシリカから太陽電池用のシ
リコン（純度 99.99999％）に至る
過程を途中の生成物を通して示し
た。以下に示すように、太陽電池
用として不純物の結晶や粒界にお
ける挙動を解析するという目的か
ら、ナノスケールでの実験解析や
計算機シミュレーションに対して
従来以上に注力する必要があると
考えられる。しかし日本では、従
来の太陽電池の研究開発はデバイ
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ス開発中心で、材料研究は半導体
用のシリコン産業に頼ってきた経
緯があるため、大学や公的機関に
おいて、この分野に注目している
材料研究者は数少ない。
５‐１
原料高純度化プロセスでの
不純物挙動の解明の必要性
　究極的な目標である低コスト
化、すなわち、太陽光発電エネル
ギーを化石燃料からのエネルギー
と比較して同等程度まで低コスト
化することを目指すためには、セ
ルに占める原料のコストを飛躍的
に下げて、かつ、原料を安定的に
供給しなければならない。そのた
めには、２‐３節で述べたように、
太陽電池の発電性能を維持または
向上しつつ、シリコン原料中の各
種不純物をどの程度まで許容でき
るかを明らかにすることが不可欠
である。しかし、インゴットおよ
びウェハ、セル、モジュール工程
における不純物許容量がまちまち
であることもあって、各種不純物
が電池特性に与える影響が現在ま
でに十分に解明されていない。太
陽電池用としてのシリコンの高純
度化プロセスにおいて、各種不純
物の挙動をナノスケールにおいて
明らかにすることが重要である。
このような研究は産官学の研究
機関の連携において取り組まれる
ことが期待されるが、特に、材料
科学の技術基盤を有する大学や国
立研究機関の果たす役割は大きい
と言える。海外の産官学研究機関
によるシリコン系太陽電池の研究
開発を推進するプロジェクトの例
としては、欧州委員会のCrystal 
Clear が挙げられる。そのなかで
もシリコン原料技術は注目されて
おり、低コストで十分な発電性能
を発揮できる原料プロセス技術の
研究開発が実施されている 24、25）。
盧シリコン結晶内および結晶間に
　おける不純物挙動の解明
　従来の製造プロセスにおいて、
最初にシリカ原料（SiO2）からシ
リコン（Si）を得る段階には、木
材チップやコークスなどを用いて
シリカを還元する方法が用いられ
ている。しかし、還元剤としての
木材チップやコークスなどに不純
物が含まれているため、結果的に
シリコンの純度が元原料のシリカ
より低下してしまう場合が多い。
さらに還元剤としてのカーボンが
シリコンの結晶内や結晶間にどの
ような状態で残留するかも追及す
る必要がある。
　前述した冶金学的プロセスにお
ける金属不純物の除去方法の研究
では、シリコンの固相と液相間で
の偏析係数が小さい金属元素（例
えば、鉄、アルミニウム、チタ
ンなど）を一方向凝固法で液相側
に排出除去する原理を応用してい
る。これらの偏析係数が小さい金
属元素は、２‐３節で示したよう
に特に取り除きたい金属不純物で
ある。また、リンの除去では、電
子ビーム真空溶解法で行い、シリ
コン溶融表面を局所加熱してリン
を優先的に蒸発させる。ホウ素お
よび炭素の除去は、水蒸気添加プ
ラズマ溶解法によって、水蒸気の
酸素とボロンおよび炭素を酸化反
応させて除去する。
　特に、多結晶シリコンには粒界
（結晶と結晶の境界）があるため、
単結晶の場合より、不純物が関与
する粒界での結晶欠陥や複数の不
純物元素が絡んだ複雑なミクロ構
造を形成しやすく、このことが不
純物の性能への限界量を単純に決
めることを困難にしている。また、
単結晶の場合でも、不純物がひと
つの結晶中でどのように分布し、
どのような化学状態で存在してい
るかを明らかにすることが必要で
ある。今後の高効率化を図るため
には、粒界・欠陥・不純物からな
る複合的な欠陥構造の生成機構の
理解ならびに抑制に関する研究が
さらに必要である 25）。
盪ナノスケールでの実験解析
　および計算機シミュレーション
　による不純物挙動の解明
　例えば、シリコン結晶中の鉄の
分布とその電子状態を SPring‐8
の放射光により検証した例では、
結晶内の特定の場所に鉄が存在し
ていることがわかっている 17）。今
後は、不純物が精製過程において
図表７　 シリコンに含有される不純物の挙動解明へ向けてのナノスケールのアプ
ローチ
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どのようにシリコン中に拡散し、
不純物とどのようなシリサイド
（金属とシリコンより成る化合物）
を析出するかといった研究、ある
いは、これらが多結晶体中の欠陥
とどのような構造形態を成すのか
といった研究において、ナノスケ
ールでメカニズムを明らかにして
いくことが望まれる。
　このような研究を行なっていく
上で、「第３期科学技術基本計画」
におけるナノテクノロジー・材料
分野の研究開発課題としての「文
部科学省として取り組むべき元素
戦略」にあるように 26）、計算機マ
テリアルデザインまたはシミュレ
ーションは革新的な高純度化プロ
セス技術を開発するツールとなり
得る。これまでの材料研究で蓄積
した材料データベースを用いて、
不純物の結晶内や粒界における挙
動の解析を第一原理計算や分子動
力学計算などを実施し 27）、簡易で
低コストとなる高純度化プロセス
技術の方向を探索することも可能
であると考えられる。
５‐２
革新的原料高純度化製造
プロセス技術開発の必要性
　図表１に示したようなロードマ
ップにしたがって発電コストを低
減していくためには、シリコンの
量的安定供給とともに、原料の大
幅なコスト低減も要求されるであ
ろう。電力コストとモジュールコ
ストを大幅に低減し続けていくた
めには、原料コストも大幅に低減
しなければいけない。シリコン系
太陽電池が主流であることが継続
すると仮定した場合、現状の原料
不足を解消するための製造プロセ
ス技術の開発のみでは、原料コス
トの値上がり分の低減あるいは以
前のコストの維持程度であれば可
能かもしれないが、ロードマップ
に示されたような発電コスト目標
を達成することは困難であろう。
　これを達成するためには、図表
７に示したように、画期的な低コ
スト化技術を目指した革新的製造
プロセス技術の開発の可能性も追
求すべきである。そのためには、
シリカの還元メカニズムの解明や
特性発現メカニズムのさらなる研
究が必要と考えられる。このよう
な研究の例としては、太陽電池グ
レードの純度のシリカを安価に製
造し、シリカの純度を保ったまま、
シリコンへと還元を行おうという
コンセプトのもとに、シリカの電
気化学的還元に着目した研究があ
る。本来、シリカは絶縁体である
ため、電気化学的なアプローチは
難しいが、外部からの電子供給を
考案し、電気化学的にシリコンへ
と還元させる方法が見出されてい
る 28～ 30）。
５‐３
製造プロセス技術開発の
ベンチャー型組織による推進
　従来のシリコン産業は、シリコ
ン製造プロセスも含めて大型設備
が必要であり、大きな初期資本が
必要とされたため、規模の大きな
半導体関連企業のみが対象であっ
た。しかし近年の世界の太陽電池
関連企業を見渡してみると、多く
のベンチャー型組織の台頭が目立
つ。その理由のひとつとしては、
太陽電池産業の発展が世界的に大
きな注目を集めているために、ベ
ンチャー型組織に対しても投資が
活発であるという背景がある。し
かし、もうひとつの理由として、
シリコン産業を含めて太陽電池産
業全体において、各段階ごとに分
業化が進んでいることが挙げられ
る。この結果、すでに数百という
単位の太陽電池関連企業が生まれ
ており、その中には多くのベンチ
ャー型組織や国際的な協力企業な
どが含まれており、戦国時代とい
った様相を呈している。この状況
はしばらく続くと思われるが、い
ずれこの中から世界的規模に発展
する新興企業が出てくるものと考
えられる。例えば、中国では、太
陽電池産業で大学発ベンチャーが
大成功し、海外株式市場への上場
まで果たした例も出ている。
　しかし残念ながら、日本国内
では従来からのシリコン産業以外
の新規参入組はわずかである。ナ
ノテクノロジーなどの先端的技術
の事業化に関しては、個々の企業
が自社の保有する技術・人材など
の経営資源や産学連携効果を最大
限活用できたとしても、必ずしも
自社の事業戦略に整合しないがた
めに事業化には至らないというケ
ースが多い。このような技術開発
の成果を世に出すためには、技術
や人材をベンチャー型起業といっ
た形で積極的に市場価値として創
出していくことも考慮すべきであ
る 31）。また、従来の原料製造プロ
セス技術にとらわれない発想、原
料側と後工程側のシーズとニーズ
のマッチング、小規模製造技術か
ら進められる開発リスクの軽減な
どの観点からも、革新的なシリコ
ン製造プロセス技術開発などを、
大学あるいは公的研究機関におけ
る技術シーズに基づく新たなベン
チャー型組織によって推進するこ
とを考慮に入れるべきと考えられ
る。国内の数少ない例として、東
京大学生産技術研究所の研究開発
成果を事業化したベンチャー企業
において、半導体製造工程で発生
するシリコン廃材に低圧下の溶融
装置中で電子ビームを照射して溶
融して不純物を蒸発させる原理を
用いて、太陽電池用シリコンを製
造しはじめたという例が挙げられ
る 32）。
　原子あるいは分子といったナノ
スケールレベルでの研究から、新
しいシリコン原料技術を創成する
という、従来技術の延長ではない
技術の実用化では、技術から市場
までを見通すことは難しく、大企
業の事業化としてはリスクが大き
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い。特に後工程の企業では、ニー
ズはあるものの、技術経験が少な
いため、原料などの基盤的な技術
に対しての投資は抑制的になりが
ちである。出口となる製品市場ま
での製造プロセス工程が複雑なた
め、基盤的な原料技術のようなシ
ーズ性が高いものについては、取
り組みは不足しがちである。これ
らの基盤となる技術を研究する人
材自体の養成や確保も、従来から
の単独の企業の範囲内では困難で
あると考えられる。これらの点か
ら、シリコン原料技術を含めてこ
れからの日本の太陽電池産業は、
大学あるいは公的研究機関からの
技術シーズに期待するところが大
きい。
6   おわりに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　世界的に地球保全意識が高ま
り、太陽光発電市場は欧州、米国
を中心に、今後とも急拡大してい
くことが予想される。太陽光発電
システムの普及拡大は、太陽光発
電コストを大幅低減させることに
かかっており、太陽光発電システ
ムの低コスト化に関する技術開発
がキーテクノロジーである。太陽
電池用材料として、当面はシリコ
ン系太陽光発電システムが主力で
あり、今後、原料供給不足が普及
を律速する懸念がある。太陽電池
用の高純度シリコン不足に対する
対応策としては、シリコン使用量
を減量する新構造のセルシステム
を開発する長期的方向も提案され
ているが、当面の方向としては従
来のセルシステムが踏襲されたま
ま太陽電池の生産量が増大してい
くため、シリコンの精製設備の増
強とともに新たな製造プロセス技
術も開発および導入して生産量を
増大していく努力が精力的に行わ
れる必要がある。材料的にみて、
シリコンの安定供給を図り、シリ
コン原料コストを低減していくこ
とが、最も注目していくべき課題
であると考えられる。
　また、高純度シリコンは、これ
までは半導体用が主用途であった
が、今後は半導体用グレードが特
殊品になり、太陽電池用が量的な
意味での主用途になっていく。こ
のような状況にあって、太陽電池
の高効率発電、低コスト製造、革
新的な精製技術などの分野で、ナ
ノテクノロジーおよび材料科学
研究者の果たす役割は、これま
で以上に大きいと言える。特に、
従来の原料製造プロセス技術に
とらわれない革新的なシリコン
製造プロセス技術開発など、従
来技術の延長にはない技術の実用
化は、大学あるいは公的研究機関
における技術シーズに基づいて、
新たなベンチャー型組織によって
推進することも考慮に入れるべき
と考えられる。
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